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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第４期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

３．第４期については、１株当たり当期純損失が計上されているため株価収益率については記載しておりません。 

４．提出会社は、平成14年５月20日付で普通株式１株を４株に分割しております。 

５．第８期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高（千円） 1,215,434 2,649,045 5,646,660 7,800,217 11,347,497

経常利益又は経常損失（△） 
（千円） 

△320,372 158,884 282,763 711,836 963,670

当期純利益又は当期純損失
（△）（千円） 

△326,713 16,350 247,051 516,724 577,990

純資産額（千円） 2,075,127 2,176,521 6,283,356 8,999,405 9,248,639

総資産額（千円） 2,322,656 5,458,651 9,200,383 16,631,511 23,660,474

１株当たり純資産額（円） 28,853.27 29,502.70 67,136.33 88,745.41 87,994.43

１株当たり当期純利益又は当
期純損失（△）（円） 

△4,553.25 225.54 3,011.67 5,331.41 5,592.30

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ 180.63 2,481.73 4,715.25 5,204.83

自己資本比率（％） 89.3 39.9 68.3 54.1 39.0

自己資本利益率（％） △14.7 0.8 5.8 6.8 6.3

株価収益率（倍） － 1,551.83 73.71 145.36 47.74

営業活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△524,853 △418,761 △1,819,375 3,062,570 △1,458,410

投資活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△375,193 △874,122 △2,034,055 △5,134,574 △3,974,234

財務活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△61,393 2,985,650 3,175,544 3,510,693 6,798,645

現金及び現金同等物の期末残
高（千円） 

701,465 2,349,345 1,679,466 3,259,053 4,805,599

従業員数（人） 165 134 154 178 206



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第４期及び第５期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、ストックオプション制度に伴う新株引受権残高がありま

すが、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

３．第４期及び第５期については、１株当たり当期純損失が計上されているため株価収益率については記載しておりませ

ん。 

４．平成14年５月20日付で普通株式１株を４株に分割しております。 

５．第８期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

  

  

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高（千円） 457,921 941,247 1,746,899 2,705,447 6,364,697

経常利益又は 
経常損失（△）（千円） 

△176,224 △200,539 302,192 368,877 520,086

当期純利益又は 
当期純損失（△）（千円） 

△175,854 △204,321 292,806 237,432 418,378

資本金（千円） 1,632,250 1,756,675 3,822,459 4,226,797 4,279,298

発行済株式総数（株） 71,920 73,774.42 93,607.49 101,428.78 104,830.78

純資産額（千円） 2,098,541 2,128,950 6,253,161 7,990,435 8,210,918

総資産額（千円） 2,137,185 4,713,938 8,176,952 12,417,188 19,881,652

１株当たり純資産額（円） 29,178.83 28,857.86 66,813.71 78,795.70 78,341.73

１株当たり配当額（うち１株
当たり中間配当額）（円） 

－ 
（－）

－
（－）

－
（－）

－ 
（－）

－
（－）

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失（△）（円） 

△2,450.80 △2,818.37 3,569.46 2,449.76 4,047.99

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ － 2,943.21 2,166.64 3,767.52

自己資本比率（％） 98.2 45.2 76.5 64.3 41.3

自己資本利益率（％） △8.2 △9.7 7.0 3.3 5.1

株価収益率（倍） － － 62.19 316.36 65.96

配当性向（％） － － － － －

従業員数（人） 
〔ほか平均臨時雇用者数〕 

60 
〔6〕

46
〔23〕

57
〔13〕

83 
〔10〕

98
〔12〕



２【沿革】 

  
 

年月 事項

平成９年10月 米国カリフォルニア州法人ゼンテック・テクノロジー・インク（現・連結子会社）を設立 

平成12年２月 デジタル・テレビ等のデジタル情報家電や携帯電話等のモバイル関連分野におけるソフトウェ

ア開発を目的として、東京都中央区佃に資本金５千万円をもって株式会社ゼンテック・テクノ

ロジー・ジャパンを設立 

平成12年３月 米国カリフォルニア州法人ゼンテック・テクノロジー・インク（平成９年10月設立。現、連結

子会社）の全株式を取得 

平成12年５月 東京都千代田区神田須田町に東京事務所を開設 

  大阪市北区天神橋に大阪事務所を開設 

平成13年６月 Sun Microsystems社とのJava ForteのＦＦＪパートナー契約及びジョイント・マーケティング

契約を締結 

  米国でデジタルＴＶ用AV-Email（Audio・Video Email）特許取得 

  事業拡大に伴い東京都千代田区内神田に本店及び東京事務所を移転 

平成13年８月 大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場（現ヘラクレス市場グロース銘柄）へ上場 

平成13年10月 米国ソーマ・ネットワークス社に戦略的事業提携の一貫として資本提携 

平成13年11月 レッドハット株式会社とデジタル情報機器向けのＲＴＯＳ事業で提携 

Tao Group Limited 及び株式会社ジャストシステムとＪａｖａ™ベースの携帯電話向けブラウ

ザで提携 

平成14年２月 シンガポールに連結子会社として、ゼンテック・テクノロジー・シンガポール・プライベート 

・リミテッドを設立 

平成14年４月 米国モンタビスタ・ソフトウェア社と当社開発のＪａｖａ™ベースの携帯端末向けブラウザ 

（製品名、MediaTrekker™）で提携 

平成14年７月 株式会社ジークスを株式交換により完全子会社化 

メガソリューション株式会社を同社の第三者割当を受けて子会社化 

平成14年８月 大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場（現ヘラクレス市場）スタンダード銘柄へ所属変更 

平成14年９月 米国ボーランド社と携帯電話向け開発環境の提供で業務提携 

平成14年12月 英国S&T社と、次世代双方向デジタルＴＶ放送向けトータル・ソリューション提供で業務提携 

平成15年１月 モトローラ社及びシンガポール大手携帯通信業者とアジアにおけるモバイル・コンテンツ配信

で業務提携 

平成15年２月 ＫＤＤＩ株式会社とＢｒｅｗ対応携帯電話向けアプリケーションの公式検証ベンダーとして契

約 

平成15年７月 シンガポール政府と共同で世界初の双方向デジタルＴＶ向けコンテンツ・クリエーション・セ

ンターを開設 

平成15年９月 ＡＴＩテクノロジーズ社と共同で、Linux（リナックス）対応のＭＨＰ規格のデジタル放送受

信用の統合ソリューションを提供 

  オリックス株式会社とデジタル家電分野に於ける企業買収推進で戦略的提携 

平成15年11月 株式会社メディアグルーとデジタル放送の送受信用ソリューション提供で全面的業務提携 

平成15年12月 株式会社スティルとの全面的業務提携で、デジタル家電に必須なネットワークテクノロジー、

ＵＳＢと無線ＬＡＮを当社のソリューションに追加 

平成16年２月 上海啓明ソフトウェア社と中国向け携帯電話市場に関し包括的業務提携 

平成16年３月 ベトナム初の国産携帯電話開発プロジェクトにパートナーとして参画、ベトナム、シンガポー

ル両国政府が推進する対ベトナム技術移転促進プログラムに認定 

  オリックス株式会社と共同で、世界第二位の韓国セット・トップ・ボックス・メーカ、セルラ

ン社に資本参加し、合弁子会社として株式会社ゼン・ティーコムを設立 

平成16年４月 三洋電機より日本向けデジタルテレビ用閲覧ソフトの独占販売権を取得し、JavaベースBMLブ

ラウザをデジタルTV、携帯電話、カーナビ向けに提供 



  

 

年月 事項

平成16年９月 デジタル情報家電向け品質検証サービスを拡充 

  米ソーマ・ネットワークス社とアジア地域統括子会社「ソーマ・アジア・プライベート・リミ

テッド社」を設立 

平成16年10月 大阪証券取引所貸借銘柄に選定 

  Vinamobi合弁携帯電話製造事業がベトナム政府の免許取得 

平成16年11月 携帯電話等モバイル機器用H.264ビデオ・コーデックの提供で㈱テクノ・マセマティカル社と

技術・業務提携 

  米国デジタルTV受信用モジュールを開発・販売開始 

平成16年12月 第2回無担保転換社債型新株予約権付社債及び第1回乃至第3回新株予約権の発行 

平成17年４月 ゼンテックが社会的責任投資調査において業種別第一位の評価（㈱インテグレックス社調べ） 

平成17年５月 ㈱エクセルとデジタルTV受信用モジュール販売で業務提携 

平成17年10月 シンガポールにゼンテック・インベストメント・プライベート・リミテッド(Zentek 

Investment Pte. Ltd.)を設立 

平成18年１月 韓国の3S Digital社と戦略的提携 

  事業拡大に伴い大阪市西区靱本町に大阪事務所を移転 

平成18年２月 シイガイズ社からSD/SDIO 営業権の譲受 

平成18年５月 日本市場向け地上デジタル放送対応HDTVモジュールの出荷開始 

平成18年９月 北米向けデジタルTVミドルウェアをST マイクロエレクトロニクス社がATSC iDTVの 

統合ソリューションに採用 

平成18年11月 第３回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行 

  ブラジルのグラジエンテ社と戦略的提携 

平成19年２月 米国ソーマ・ネットワークス社とインドグルガオン市に開発センターを共同設立 

平成19年４月 北海道札幌市に技術開発センターを開設 

平成19年５月 米国ソーマ・ネットワークス社向けWiMAX製品の製造・供給で合意 



３【事業の内容】 

 当企業集団は、当社と、国内子会社の㈱ジークス、メガソリューション㈱、㈱ゼン・ティーコム、米国子会社であるゼンテック・

テクノロジー・インク及びシンガポール子会社であるゼンテック・テクノロジー・シンガポール・プライベート・リミテッド、ソー

マ・アジア・プライベート・リミテッド、ゼンテック・インベストメント・プライベート・リミテッドより構成されており、デジタ

ル・テレビ等のデジタル家電事業や携帯電話等のモバイル関連事業及び無線ブロードバンド・システム等のネットワーク関連事業に

おいて、コア・ソフトウェアの開発及びシステム・ソリューションの提供を主たる業務としております。尚、ソリューションとは、

インテグレーション、ソフトウェア・ライセンス、QA（Quality Assurance）を含むテスティング、サポート、メンテナンスを含みま

す。 

  

(1)当社グループの事業内容について 

  

 現状の当社グループの事業は、デジタル家電事業、モバイル関連事業、ネットワーク関連事業、及び戦略的投資事業に大きく分け

ることができます。 

  

(a)デジタル家電事業 

  

 現状のデジタル家電事業の中心は、当社が独自に開発したデジタルＴＶ受信用統合ソフトウェア（商品名 MediaStack™）の主要家

電メーカ及び半導体メーカ等へのライセンス供与、及びMediaStack™をハードウエア・モジュール化したマザーボードのOEM、ODMメー

カ等への販売、並びに、これらに付随するシステム・インテグレーション・サービスであります。MediaStack™は、デジタルTV受信機

を開発するために必要不可欠なソフトウェアです。 

  

 当社グループのソフトウェアは、世界各地域のデジタルTV規格、即ち、米国地上波向け、米国ケーブル向け、欧州・アジア向け、

日本向け等を全て網羅しており、デジタルTVやデジタル・セット・トップ・ボックス（以下、STB）用の受信ソフト設計から最終商品

までのシステム・インテグレーション、デジタルTVの基幹部品であるモジュールの設計・製造・販売、ならびにデジタルTVの品質及

びシステム・テスト、更には商品納品後のサポート・メンテナンスまでを行う、いわゆるワンストップ・ソリューション・プロバイ

ダを標榜しております。 

  

 デジタル化の一層の進展に伴い種々のデジタル複合端末機が増加する中、デジタルTV技術はキー・テクノロジーの一つになると当

社は認識しております。デジタルTV技術は、従来のアナログTV技術と異なり、多種多様なデジタル複合端末に使用される事が見込ま

れており、テレビ市場以外の巨大な需要が新たに創造されるものと当社では予想しております。 

  

 ブロードバンドとブロードキャストの技術の融合を活用すべく、世界最大手のブロードバンド向けIP-STBメーカである韓国Celrun

社（韓国証券取引所上場）と合弁で設立した子会社、㈱ゼン・ティーコムは、ブロードバンドIP-STBの販売を推進しております。 

  

 またグローバルIPTVサービス事業者のM2B World社（米国ナスダック上場のAmaru Inc.の100％子会社、以下「M2B」）に対し、IP-

STBを独占供給しております。 

  

 さらに、当社グループは韓国デジタル・ワールド社（韓国証券取引所上場）のハードウェアを中心とした優れた技術力に着目し、

当社グループのソフトウェア技術の注入による提携を進めており、既にDVB-MHP対応STB、ARIB地上デジタル対応VOD（ビデオ・オン・

デマンド）やARIB対応DVDの開発を成功させております。 

  

(b)モバイル関連事業 

  

 モバイル関連事業では、第３世代携帯電話サービスで先陣をきるKDDI社指定のBrewアプリケーション検証業者として、検証業務を

順調に拡大していることに加え、国内外の大手携帯電話器メーカ各社から品質向上を図るために新機種の実機検証テストを引き続き

受託する一方、テスト・QA（品質）サービスにも引き続き注力しております。また、ワン・セグによる携帯電話向けデジタルTV放送

やカーナビ向けデジタルTV放送の開始により、デジタルTV技術とモバイル技術の双方に軸足を持つ当社の優位性は新たな受注へとつ

ながりつつあります。 

  

 当社グループは、Celrun社の関連会社である移動体向けデジタルＴＶ受信機メーカのFreesat社（韓国KOSDAQ上場）にも資本参加

し、同社の持つDMB（Digital Multimedia Broadcasting）技術、即ち携帯電話やカーナビ向けのデジタルＴＶ技術を当社グループの

ソリューションのラインアップに加えております。 

  
 



(c)ネットワーク関連事業 

  

 ネットワーク関連事業では、戦略的投資先並びに事業提携先である米国のソーマ・ネットワークス社（以下、米国ソーマ社）との

合弁事業として、ソーマ・アジア・プライベート・リミテッド（以下、ソーマ・アジア社）を設立しました。ソーマ・アジア社はア

ジア地域を中心に、米国ソーマ社の提供するWiMAX対応のブロードバンド無線通信システム（以下、ソーマ・システム）の市場開拓、

販売、設置サービス、サポート・メンテナンス及び関連アプリケーションの開発・提供を推進しております。ソーマ・システムは、

WiMAX規格に準拠しており、ベース・ステーションと呼ばれる無線基地局の周囲半径８～10キロメートル範囲内の一般家庭やSOHOに設

置されたソーマ・ポート端末に20Mbps超のブロードバンド・アクセスおよび固定電話なみの音質の通話サービスやビデオ・コンファ

レンス等の色々なアプリケーション提供もできます。またシステムの設置も極めて短期間で可能なことから、ブロードバンド通信の

インフラ整備が急務な発展途上地域を中心に受注・販売が拡大しております。 

  

（d）戦略的投資事業 

  

 当社グループは、デジタル家電、モバイル及びネットワークの戦略３事業に対し、高水準の自社技術を独自に保有しております

が、これらの独自保有技術をベースとして、その価値創造性をさらに、高めることを目的にとした「戦略的投資」の実行主体とし

て、先期、シンガポールにゼンテック・インベストメント・プライベート・リミテッド(以下、ZIP)を設立しました。ZIPは戦略３事

業に対する戦略的投資の統括会社でありますが、設立以降の投資やアドバイザリー活動は、既に投資有価証券売却の実現やアドバイ

ザリー収入の獲得といった成果をあげております。 

  

(2)当社グループの現状の開発体制について 

  

 当社グループは、日米シンガポールの三極でグローバルな技術開発体制を実現・確立しておりますが、この開発体制は当社グルー

プの特徴のひとつと認識しております。当社グループでは、先端コア技術の開発は主としてシリコンバレーにあるゼンテック・テク

ノロジー・インクが担っており、当社、ゼンテック・テクノロジー・シンガポール・プライベート・リミテッド及びその他の子会社

は市場密着型の開発、システム・インテグレーション、サポート・メンテナンスに重点を置いております。 

  

 こうした大枠としての分業関係はあるものの、当社グループ各社間では緊密な連携がとられており、当社グループの技術者は、常

時シリコンバレーの最先端技術を吸収できる一方、デジタル家電やモバイル関連分野における最先端の市場動向のフィードバックも

受ける事ができる体制になっております。即ち、当社はマーケット・オリエント（マーケット・ドリブン）を注視し、開発を進めて

おります。 

  

 



〔事業系統図〕 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

 
  
(注) ソリューションとは、インテグレーション、ソフトウェア・ライセンス、ＱＡを含むテスティング、サポート、メンテナンス

を含みます。 
  



４【関係会社の状況】 

 （注）１．主要な事業内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．特定子会社に該当しております。 

３．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

４．ゼンテック・テクノロジー・シンガポール・プライベート・リミテッドおよびソーマ・アジア・プライベート・リミ

テッド、株式会社ゼン・ティーコムについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める

割合が10％を超えております。 

主要な損益情報等 

  

  

名称 住所 資本金 主要な事業内容
議決権の所有割合

(％) 
関係内容 

(連結子会社)  

ゼンテック・テクノ
ロジー・インク 

（注）２ 

アメリカ合衆国 
カリフォルニア州 

千US$
13,021

デジタル家電事業 100.0

ソフトウェアの受
託開発を行ってい
る。 
役員の兼任１名 

ゼンテック・テクノ
ロジー・シンガポー
ル・プライベート・
リミテッド 

（注）２・４ 

シンガポール共和国 
シンガポール 

千S$
14,100

デジタル家電事
業、モバイル関連
事業 

100.0

ソフトウェアの受
託開発を行ってい
る。 
役員の兼任２名 

株式会社ジークス 
  

東京都千代田区 
千円

20,000
モバイル関連事業 100.0 役員の兼任４名 

メガソリューション
株式会社 

東京都千代田区 
千円

40,002
ネットワーク関連
事業 

90.7 役員の兼任３名 

株式会社ゼン・ティ
ーコム 

（注）４ 
東京都千代田区 

千円
200,000

デジタル家電事業 90.0 役員の兼任４名 

ソーマ・アジア・プ
ライベート・リミテ
ッド 

（注）４ 

シンガポール共和国 
シンガポール 

千S$
600

ネットワーク関連
事業 

100.0
（0.1）

（注３） 
役員の兼任２名 

ゼンテック・インベ
ストメント・プライ
ベート・リミテッド 

（注）２ 

シンガポール共和国 
シンガポール 

千S$
76,000

戦略的投資事業 100.0 役員の兼任２名 

項目 

ゼンテック・ 
テクノロジー・ 
シンガポール・ 

プライベート・リミテッド 

ソーマ・アジア・
プライベート・リミテッド

株式会社ゼン・ティーコム 

売上高 (千円) 1,299,452 1,269,902 1,505,947 

経常利益 (千円) 618,931 58,474 △232,038 

当期純利益 (千円) 484,145 50,366 △233,094 

純資産額 (千円) 1,756,818 167,136 135,377 

総資産額 (千円) 2,310,838 1,231,018 1,106,881 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であります。なお、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員）は、総員数の100分の10未満である

ため記載しておりません。 

２．従業員の増加は業容の拡大によるものです。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを含んでおりま

す。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は、年間平均人員を（ ）外

数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員の増加は業容の拡大によるものです。 

  

(3）労働組合の状況 

 当社グループでは労働組合は結成されておりませんが、労使関係は安定しております。 

  

  平成19年３月31日現在

区分 従業員数(人)

デジタル家電事業 108 

モバイル関連事業 41 

ネットワーク関連事業 23 

戦略的投資事業 1 

管理部門 33 

合計 206 

    平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

98（12） 38.4 2.1 7,008 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

世界のデジタルテレビ市場は、ワンセグ放送等の携帯端末向け放送サービスの開始に見られるように、「リビングで家族と楽

しむテレビ」から「好きな場所で一人で見るテレビ」へと需要動向がシフトしつつあると当社は考えています。実際に、テレビ

と他のデジタル家電機器、携帯機器との融合商品が数多く登場しており、当社が特にターゲットとする中小型テレビ市場の裾野

が急速に拡大していると認識しています。こうした環境の中、当社グループは、世界各地域のデジタル放送規格対応の受信用ソ

フトウェアを提供できる唯一の独立系ソフトウェアベンダーであるという特長を活かし、また高品質で安定した商品の供給を追

及することで、マーケットシェアの拡大に努めました。一方中長期的な収益成長に向け、自社の保有する技術と事業提携先の技

術を融合し、デジタル家電、モバイル、ネットワークの融合市場向けターンキーソリューション注１の開発を進めることにより、

新たな収益機会の獲得を目指しました。 

(注１)ターンキーソリューションは、独自のプログラミング等のカスタマイズを必要とせず、すぐに利用できる特定用途向けシ

ステム（ハードウェア、ソフトウェア）を言います。 

  

こうした結果、当社グループの当連結会計年度の売上高はデジタル家電事業の牽引により、113億47百万円と、前年同期比で

45.5%増となりました。利益につきましては、モジュールを中心とするハードウェア製品の売上構成比増等により、売上総利益率

は24.3％から23.2％と若干低下いたしましたが、売上高の急速な伸びにより、売上総利益としては7億45百万円増加し、前年同期

比39.4％増の26億37百万円となりました。この売上総利益の増加は、販管比率および営業利益率の改善にも貢献し、売上高販管

比率は17.2％から15.2％へ、営業利益率は前年度期末の7.1％から8.0％へと改善した結果、営業利益は９億９百万円（前年同期

比63.8％増）となりました。また当連結会計年度は、借入金の増加に伴う金利負担増、無形固定資産の一部除却等があったもの

の、投資有価証券売却益などの寄与により、経常利益は９億63百万円（前年同期比35.4％増）となり、税金等調整前当期純利益

は、９億60百万円（前年同期比41.9％増）、当期純利益は、５億77百万円（前年同期比11.9％増）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業種は次のとおりです。 

  

デジタル家電事業では、当連結会計年度より本格的に開始したモジュール販売が大きく寄与しています。これは当社モジュー

ル製品の品質と安定性、および従来のテレビから携帯機器・ポータブル機器までをカバーする幅広い商品ラインアップが高く評

価されたことによるものと当社は認識しております。特に日本市場では、本格的な販売開始から１年足らずでモジュールの出荷

台数が累計10万台を超えるといった成果をあげました。 

  

こうした結果、デジタル家電事業の売上高は79億85百万円（前年同期比56.2％増）、営業利益は６億37百万円（前年同期比

9.4％減）となりました。営業利益の減少はソフトウェア資産の償却によるものです。 

  

次に、モバイル関連事業では、当連結会計年度中に開発・発売したSDIO対応ワンセグチューナが株式会社エルザジャパンに採

用され、PC対応商品として平成19年３月末より出荷が開始されるなど、着実に開発成果をあげつつあります。また、当連結会計

年度業績への寄与はなかったものの、平成19年３月にデコーダを内蔵した切手サイズの超小型ワンセグ放送受信モジュールの販

売を開始いたしました。本製品はその超小型サイズを活かすことにより、車載用品をはじめ、ポータブルDVDプレーヤ、ポータブ

ルナビゲーション端末等、殆どの携帯機器に容易に組み込むことができます。また、一般には開発が容易ではないとされるワン

セグ受信機ですが、この超小型サイズの中に必要な機能が実装されているため、短期間でのワンセグ受信機開発を実現します。

この「 終商品の開発期間を短縮できる」という特長から、同製品は発表以来大きな反響を呼び、順調に受注につなげておりま

す。 

  

こうした結果、モバイル関連事業の売上高は９億64百万円（前年同期比33.1％増）、営業利益は１億24百万円（前年同期比

347.5％増）となりました。 

  

 



また、ネットワーク関連事業では、米国ソーマ社との合弁事業であるソーマ・アジア社を通じたブロードバンド対応の固定無

線通信システム（ソーマ・システム）市場の開拓、販売、設置サービスを引き続き推進しております。ソーマ・システムは、

WiMAX規格に準拠しており、ベース・ステーションと呼ばれる無線基地局の周囲半径８～10キロメートル範囲内の一般家庭やSOHO

に設置されたソーマ・ポート端末に20Mbps超の無線ブロードバンド・アクセスおよび固定電話なみの音質の無線電話サービスを

提供することができます。比較的低コストであり、かつ短期間でのシステム設置が可能であることから、ブロードバンド通信の

インフラ整備を急ぐ発展途上各国・地域を中心に、受注・販売が拡大しております。また、平成18年11月の米国 大手電話会社

AT＆T社によるソーマ・システムの採用と商用化が、アジア市場における契約獲得を大きく後押ししていると認識しております。

さらに、その一環として、平成19年２月に当社は米国ソーマ社とインド・グルガオン市に開発センターを共同で設立、運営開始

しました。この開発センター設立により、ブロードバンド対応固定無線通信システム市場において、米国ソーマ社と相乗効果を

図り、革新的なマルチメディア・サービスを提供していくことを目指してまいります。ソーマ関連事業に加え、SD/SDIO事業も大

手国内メーカに対する無線LAN対応SD-Link11gのOEM供給が順調に推移しました。 

  

こうした結果、ネットワーク関連事業の売上高は21億９百万円（前年同期比2.0％増）、営業利益は１億27百万円（前連結会計

年度は22百万円の営業損失）となりました。 

  

後に、戦略的投資事業では、事業提携や出資によって当社の事業拡大と技術力の一層の強化につなげるために積極的に投資

を実施しました。デジタル家電事業における当社グループの好調な業績が、同時に、本事業において当社が事業提携を目的とし

て実施してきた提携先企業の価値増大をもたらし、平成19年１月30日には当社グループの戦略的提携先であり出資先である

DigitAll World社が韓国証券取引所に上場致しました。 

  

こうした結果、戦略的投資事業の売上高(アドバイザリー・フィー等)は前年同期比396.9%増の３億71百万円、営業利益は３億

54百万円（前年同期比408.3%増）となり、同部門の活動成果が顕在化しつつあります。 

  

なお、上記事業の種類別売上高にはセグメント間の内部売上高82百万円が含まれております。 

  

 所在地別業績は次のとおりであります。 

①日本 

 当連結会計年度に開始した日本市場向けモジュールの売上が好調であったこと、子会社である株式会社ゼン・ティーコムによ

るブロードバンド（ADSLおよびVOD）IP-STBの販売、また、SD/SDIO事業において大手国内メーカに対する無線LAN対応SD-Link11g

のOEM供給が順調に推移したこと等を主因として、売上高は87億26百万円（前年同期比45.1％増）、営業利益は５億82百万円（前

年同期比24.7％増）となりました。 

  

②北米 

 米国でのアナログ放送停波が2009年２月に迫る中、北米市場向けデジタルHDTV受信用ソフトウェア等のライセンス収入が増加

したことにより、売上高は６億68百万円（前年同期比54.2％増）、ソフトウェア資産の償却等により営業損失が46百万円（前連

結会計年度は80百万円の営業利益）となりました。 

  

③アジア 

 アジア地域におけるデジタル放送化の進展に対応して、DVB-MHPなど当社ソリューションに対する需要が伸張したこと、また、

ソーマ・アジア社を通じて、WiMAX対応可能な無線ブロードバンド・システムの受注・販売が拡大したこと、戦略的投資事業での

アドバイザリー収入の寄与等により、売上高は26億99百万円（前年同期比35.6％増）、営業利益は７億８百万円（前年同期比

209.4％増）を達成致しました。 

  

 なお、上記の所在地別の売上高にはセグメント間の内部売上高637百万円が含まれております。 

  

 



(2）キャッシュ・フロー 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が２億84百万円増加し、９億60百万円となったものの、営業

活動の活発化及び第４四半期に売上が集中したことに伴う売上債権の増加を主因として14億58百万円のマイナスとなりました。

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、戦略的投資事業での投資有価証券取得（11億91百万円）、知的財産であるソフト資産

投資（16億43百万円）等により39億74百万円のマイナスとなりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、転換社債型新株予約権付社債の発行（50億円）等により、67億98百万円のプラスとな

りました。 

  

こうした結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前年度末の32億59百万円から15億46百万円増加して48億５百万円となりま

した。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．金額は製造原価によっております。 

  

(2) 仕入実績 

当連結会計年度の仕入状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

当連結会計年度の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 

区分 
当連結会計年度

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

デジタル家電事業（千円） 3,338,673 756.6 

モバイル関連事業（千円） 641,641 123.8 

ネットワーク関連事業（千円） 428,401 476.2 

合計（千円） 4,408,716 420.1 

区分 
当連結会計年度

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

デジタル家電事業（千円） 3,021,726 98.5 

モバイル関連事業（千円） － 0.0 

ネットワーク関連事業（千円） 1,419,697 78.4 

合計（千円） 4,441,424 91.0 

区分 
受注高
(千円) 

前年同期比
（％） 

受注残高
（千円） 

前年同期比
（％） 

デジタル家電事業（千円） 7,493,843 119.0 2,256,144 82.3 

モバイル関連事業（千円） 1,486,928 210.8 839,481 295.9 

ネットワーク関連事業（千円） 2,750,215 88.6 1,972,951 149.6 

戦略的投資事業（千円） 341,339 456.7 － － 

合計（千円） 12,072,327 118.5 5,068,578 116.7 



(4) 販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２． 近２連結会計年度の売上総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対

する割合は次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 

区分 
当連結会計年度

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

デジタル家電事業（千円） 7,978,863 156.1 

モバイル関連事業（千円） 931,170 130.3 

ネットワーク関連事業（千円） 2,096,123 110.4 

戦略的投資事業（千円） 341,339 456.7 

合計（千円） 11,347,497 145.5 

相手先 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

㈱ネオ・インデックス 850,687 10.9 － － 

バイ・デザイン㈱ － － 1,440,445 12.7 



３【対処すべき課題】 

当社グループは、既定の中期的戦略を着実に展開できていると考えております。勿論、市場環境に併せた経営上の臨機応変な対

応に常に努めており、「利益を伴う売上増」経路を確実なものとするために、以下の課題に引き続き取り組む所存です。 

  

(1) グローバルな開発・マーケティング・セールス体制強化 

米国拠点を中心に開発投資したZentek Media Master（MHP対応オーサリング・ツール）、Media Stack（デジタルTV実行環境ソ

フトウェア）、デジタル文字放送規格（EIA 708B規格）ソリューション等の商品群は、デジタル放送化の世界的同時進行という

環境下、急拡大するグローバル市場に向けた商品群であると認識しております。当社グループとしても市場の本格的立ち上がり

を迎えつつある現在、先行メリットを享受すべく、各地域の特性を活かしたデジタルTV商品開発・サポート体制およびグローバ

ルなマーケティング・セールス体制を強化する計画です。 

  

(2) 採算重視に基づく選別的先行投資の実施について 

当社グループでは、競争力のあるソフトウェアならびにコア技術開発推進のために、優れた開発技術者の確保や戦略分野に対

する先行投資を今後も行ってまいります。こうした一方、商品開発分野では市場・営業・技術が有機的に機能することにより、

売上の増加につながる市場密着型の開発体制を一段と強化してまいります。また、先行開発に関しても、市場の動きに柔軟に対

応できる開発体制を敷き、利益の増加につながる採算性をより重視したリソースの投入を実施してまいります。 

  

(3) グローバルな事業提携強化について 

急拡大する市場を多面的に捕捉するための戦略として、当社グループはA2D（Alliance, Acquisition & Development）戦略、即

ち積極的な事業提携による事業拡大と技術力の一層の強化を展開しております。技術革新の速い業界において、 適インテグ

レーションによる価値創造を実現するために、コア技術を自社開発、買収、提携の多面的手段によりタイムリーに充実させ顧客

に円滑に提供することが、競争力維持・向上に不可欠と考えております。また生産面・販売面でも、それぞれの市場に強みを有

する企業との業務提携により、当社グループの商品を世界各地の顧客に円滑に供給し、サポートを提供することが重要と考えて

おります。 

当社のグローバル事業提携戦略は、既に米国ソーマ社（ブロードバンド・ワイヤレス・ソリューション・プロバイダ、当社連

結子会社ソーマ・アジア社を通して、アジア地域を中心に受注展開中）や韓国Celrun社等との間で成功を収めております。 

当社グループは、平成17年10月シンガポールに戦略的投資の統括会社としてZIPを設立致しました。ZIP設立によりグローバル

事業提携戦略であるA2Dを一段と推進し成長の加速を図ると共に、金融センターを標榜し税制面を含め様々な優遇措置を講ずるシ

ンガポールの地の利も活かし、グローバル財務戦略の強化にも繋げる所存です。 

  

(4) 融合をキーワードにした新市場の創出について 

当社のコア技術（デジタル水源理論における「水源」）である、デジタルTV関連技術と、モバイル技術、無線ブロードバンド

技術を融合させることにより、中長期的な新市場開発に注力します。例えば、SDIOにモバイルDTV技術を搭載することにより、後

付け型のモバイルDTVモジュール商品を提供することが可能になります。また、ソーマ・システムの端末にSDIOの応用技術を搭載

すれば、家庭内ネットワークなどの実現が容易になり、新たな市場創出に繋がると考えます。この他にもIP-STBとデジタル放送

受信技術等、要素技術の融合により、新たな商品や事業の創出を行ってまいります。 

  

(5) デジタル家電向け品質検証・テスト業務の強化について 

デジタル家電事業においては、その製品に占めるソフトウェアの重要性が幾何級数的に高くなり、且つ複雑化していることか

ら、ソフトウェアの品質管理がますます重要な課題となってきております。また「地上デジタル放送」の受信機能を持ったデジ

タルTVを始めとしたデジタル情報家電製品に対する品質検証のニーズは急速に高まってきております。なお、当社グループはモ

バイル関連事業においても、JADEシリーズ開発の圧倒的な実績をベースとして、アプリケーションおよび携帯端末（実機）の検

証テスト業務を拡大してまいりましたが、今後はこれらの分野で築き上げた実績・経験・信用・ノウハウ・技術を基に、顧客へ

の提案型検証で低コスト化を図ることによって、国内外の家電メーカ、コンテンツ・プロバイダ等に、QAコストの削減と高度の

品質保証を提供いたします。また、QA要員のスキルアップと要員確保を進め、QA専門事業部による全国展開を実施することに

よって、市場ニーズに適したQAサービスの迅速な供給を図ってまいります。 

 



４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ（当社及び連結会社）が判断したものであり

ます。 

  

(1) 当社グループが対象とする主要市場について 

当社グループが対象とする主要市場であるデジタルTVに関連する市場は、世界的なTV放送のデジタル化の進行および、世界各

国のアナログTV放送停波の決定を受け、当面は高い需要が見込まれると考えております。 

また、当社は、日本、米国、欧州を中心とした世界各地域のデジタルTV規格に準拠したデジタルTV受信用統合ソフトウェアの

開発およびその応用製品の開発を行い、TV放送のデジタル化により喚起される当該ソフトウェアの需要を 大限収益化していく

方針であります。しかしながら、世界各地域におけるTV放送のデジタル化の進捗、またはデジタルTV受信機の浸透が当社の想定

よりも遅れた場合、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(2) 為替相場変動の影響について 

当社グループは日本・米国・シンガポールの三拠点を軸に、グローバルに事業を展開しておりますが、収入と支出が各通貨

ベースで概ね均衡しており、小幅な為替変動は当社グループの経営成績に大きな影響を及ぼす事はないと考えております。しか

しながら、為替相場に大幅な変動がある場合には、当社グループの財政状態および経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

(3) 競合について 

当社グループは、日本、米国、欧州を中心とした世界各地域のデジタルTV規格に準拠したデジタルTV受信用統合ソフトウェア

やそのオーサリング・ツール注１を本格的に提供できる独立系ソフトベンダーとして、競争優位を確立すべく事業活動に取り組ん

でおります。また、当社グループがこれまで蓄積した経験、ノウハウ、人材、およびビジネスモデルは今後も競争上の優位点に

なると考えております。しかしながら、当社グループが対象としている主要市場であるデジタルTVに関連した市場は、高い成長

性を有すると同時に競争も激化すると当社は想定しており、今後当社製品のコスト・パフォーマンスが低下した場合には、当社

グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

（注１）オーサリング・ツールとは、画像、音声、文字等を組み合わせたコンテンツの開発および作成に使用されるソフトウェ

アおよび開発環境を言います。 

  

(4) 海外等の事業展開について 

当社グループは、事業戦略の一環として海外市場における事業の拡大を図っております。当社グループの海外における事業活

動は、経済の動向や為替相場の変動に加えて、投資、貿易、競争、税および為替等に関する法的規制の変更、商慣習の相違、並

びにその他の政治的・社会的要因により、悪影響を受ける可能性があります。 

  

(5) 戦略的投資事業について 

当社グループは、当社子会社であるZIPを通して、当社のA2D戦略の推進を目的に、戦略的事業投資を行っており、今後も行い続

ける予定です。当社グループは、対象企業の財務内容や契約関係等について詳細なデューデリジェンスを行うことによって、極

力リスクを回避するように努めてまいります。 

しかしながら、事業環境や競合状況の変化等によりこれらの投資から期待通りの成果を上げられない可能性があります。かか

る場合、当社グループの財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

 



(6) 製造を委託していることについて 

当社グループは、経営資源を開発、マーケティング、セールス業務および事業投資に集中させるため、製造業務に関しては、

生産能力・生産品質を考慮して選定した外部の製造会社に委託しております。また、当社グループの主要製品を製造委託してい

る製造業務に関しては、複数の製造拠点で製造できる体制としております。しかしながら、万が一製造委託先の倒産・その子会

社の連鎖倒産等の重大な問題が発生した場合には代替委託先を受け入れ可能な条件で迅速に手当できる保証はありません。かか

る場合、当社グループの経営成績に重大な影響を与える可能性があります。 

  

(7) 開発競争および開発投資負担について 

当社グループが対象とする主要市場であるデジタルＴＶに関連する市場は、技術変革の激しい競争下にあり、市場のニーズを

満たす迅速な製品開発が常に求められております。そのため、当社グループは、技術・製品開発のための投資を積極的に継続す

る必要があります。 

また、当社グループが研究開発したソフトウェアの製作費については、「研究開発費等に係る会計基準」等に従い、資産性の

あるものについては無形固定資産として計上し、当連結会計年度末における残高は、35億62百万円（ソフトウェア仮勘定含む）

となっております。 

しかしながら、当社グループが研究開発したソフトウェアが市場ニーズに合致しない場合等ソフトウェアの経済的価値が著し

く減少する場合には、当該経済価値の減少部分について無形固定資産計上したソフトウェアを一時の費用または損失として処理

する必要が生じ、当社グループの財政状態および経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

(8) 製品の欠陥について 

当社グループは、当社グループが研究開発したソフトウェアを使用する製品の品質向上に取り組んでおりますが、製品に用い

られる技術の高度化、他社製品との組み合わせ、顧客における製品の使用方法の多様化等により、出荷時に発見できない不具合

が発生する可能性があります。この場合、製品の返品や修理等が発生し、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

また、当社グループが販売する製品に係る製造物賠償責任請求が発生した場合に備えて、生産物賠償責任保険（PL保険）に加

入しております。しかしながら、 終的に負担する賠償額を全て賄えるという保証はなく、万が一そのような賠償額の負担が発

生した場合には、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

(9) 訴訟事件の発生について 

平成19年３月23日に株式会社エクセルから当社に対して、デジタルTV用モジュール等の販売に関する合意を解除したとの主張

に基づき原状回復を求める訴訟が提起され、平成19年４月６日に訴状が当社に送達されました。 

当社は、株式会社エクセルの主張を理由のないものとして訴訟を遂行しております。 

株式会社エクセルと当社間において売買取引実績は今までになく、また株式会社エクセルが提起した訴額は１億５百万円であ

ることから、同社の当社に対する請求が認められたとしても、当社の今後の業績に及ぼす影響は限定的であると判断しておりま

す。 

また当社は、平成19年５月31日付で、株式会社エクセルおよび日本ダイナミックシステム株式会社に対し、両社による当社の

秘密情報の流用が疑われることを理由として、３億円の損害賠償等を求めて訴訟を提起しました。なお、当社は、株式会社エク

セルとの間において売買取引実績は今までに無く、また日本ダイナミックシステム株式会社との間においても平成17年10月以降

取引実績は無く、現時点において、本訴訟が当社の業績予想に及ぼす影響はありません。 

  

 



(10) 知的財産権について 

当社グループは、研究・開発活動その他の業務より得た会社の知的財産（発明、考案、意匠、著作物、標章、ノウハウ、技術

情報等）を知的財産権によって保護し、これを積極的に活用するとともに、第三者の知的財産権を尊重することを方針としてお

ります。 

当社グループが対象とする主要市場であるデジタルTVに関連する市場においては、放送規格、画像・音声の符号化・復号化技

術規格注１、著作権保護規格等の業界の標準規格が関係しておりますが、この標準規格に準拠したときに必ず実施注2することにな

る特許（以下「必須特許」）は独占禁止法にも対応して公平、妥当、非差別的な条件でライセンスされており、その具体的なラ

イセンス方法としては、日本・欧州のデジタル放送規格、MPEG規格注３等の必須特許のように特許プール注４を通じて完成品ベース

（部品、半製品を除く）で一括ライセンスされるケース、SD規格注５の必須特許のように規格団体への加盟料に必須特許の使用料

が含まれるケース、各特許権利者から完成品ベース（部品、半製品を除く）で個別にライセンスされるケースがあります。 

当社グループは、標準規格団体注６の特許ライセンスポリシーに基づき標準規格に係る必須特許を取り扱っており、当社グルー

プの関係製品の取引先にも、標準規格に係る必須特許については、関係標準規格団体の特許ライセンスポリシーに基づく取り扱

いを要請しております。 

この必須特許以外の特許について、当社グループはその侵害防止に努めておりますが、侵害しないという保証は困難であり、

万一、侵害の事実が認定された場合には、損害賠償責任や特許使用料の支払が発生し、当社グループの経営成績に影響を与える

可能性があります。 

(注１) 画像・音声の符号化・復号化技術規格とは、画像・音声データ等の蓄積・送信を効率的に行うために、画像・音声デー

タ等を符号化して圧縮・暗号化して蓄積・送信し、視聴するときに伸張・復号する技術に関する規格をいいます。 

(注２) 実施とは、特許を受けた発明を使用した物の生産、使用、譲渡・貸与（その申出を含む）または輸入をする行為をいい

ます。 

(注３) MPEGとは Moving Picture Expert Group の頭文字を取った言葉で、MPEG規格とは蓄積メディア、放送、通信のためのビ

デオ信号、オーディオ信号の符号化・複合化方法に関する規定です。 

(注４) 特許プールとは、例えばMPEG規格を使用するときに必ず侵害してしまうことになる必須特許の各保有者がMPEG LA, LLC

(MPEG Licensing Administrator, Limited Liability Company)にライセンス権を与え、MPEG LA, LLC からMPEG規格を

使用する事業者に対してMPEG規格に関する必須特許を一括してライセンスしていますが、このように標準規格に関する

必須特許のライセンス権を特定の事業者に集めることを特許プールといいます。 

(注５) SD規格とは、松下電器産業株式会社、株式会社東芝、米国サンディスク社が共同開発した小型の半導体フラッシュメモ

リカード規格です。SD規格は、平成19年１月７日に設立されたSDアソシエーションを通じて広くライセンスされ、デジ

タルカメラ、携帯電話等の携帯機器、PCやテレビ等の家電機器まで幅広く採用されています。 

(注６) 標準規格団体とは、通信放送分野の例では、画像、音声、データ、通信、放送等に関する技術提案を広く募集し、より

良い技術規格の作成・普及に取り組み、この技術規格を使用する様々な機器間の互換性を保って、 終ユーザの利便性

を向上させることを目的とする法人等をいいます。 

  

(11) 優秀な技術者の確保について 

当社グループでは、競争力のある、優れたソフトウェア技術を開発していくために、現在の当社グループの開発技術者の育成

を図るとともに、優れた開発技術者をグローバルに採用しております。当社グループでは、現在までのところ、質・量とも予定

どおりの人材を獲得出来ていると考えておりますが、今後、当社グループの求める開発人員が十分に確保できない場合には、当

社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 当連結会計年度において、新たに締結した経営上の重要な契約等は次のとおりであります。 

  

６【研究開発活動】 

当社グループは、デジタル家電事業、モバイル関連事業及びネットワーク関連事業の各事業において、今後の事業の中心とな

る新技術開発を進めております。 

特にデジタル家電事業、モバイル関連事業においては、当社ならびに連結子会社で開発を分担しており、当社ではその技術を

もとに市場密着型の技術開発[例：ローカライゼーション（日本語化）、各国基準規格等]及び商品化を行っております。 

なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は１億33百万円であり、内容はデジタル家電ソフトウェア等の開発費が主でありま

す。 

  

 

  契約会社名 相手先 契約内容   

  
㈱ゼンテック・テク

ノロジー・ジャパン 

エイディシーテクノロジー㈱

（日本） 

特許実施許諾契約 

（放送番組表示に係る日本特

許の通常実施権の許諾を受け

る） 

2006年４月１日から許

諾特許の最終満了日ま

で。 

  
㈱ゼンテック・テク

ノロジー・ジャパン 

アスメディア テクノジーイ

ンク（台湾）及びインベンデ

ックマルチメディア＆テレコ

ムコーポレーション 

共同開発契約（アスメディア

社チップと当社ＤＴＶ規格ソ

フトウェアの統合、アスメデ

ィア社チップの供給、インベ

ンデック社によるＤＴＶモジ

ュールの製造、当社のＤＴＶ

モジュールの販売） 

2006年９月８日から

2010年３月31日まで。 

以後は90日前までに終

結の意思表示がない限

り１年毎の自動延長。 

  
ゼンテック・テクノ

ロジー・インク 

エスティマイクロエレクトロ

ニクスＮＶ（オランダ） 

ソフトウェア使用許諾（当社

の北米子会社ゼンテック・テ

クノロジー・インクより北米

向ＡＴＳＣミドルウェア・ス

タックを使用許諾し、エステ

ィマイクロエレクトロニクス

が自社のＨＤＴＶチップ

iDTV7710familyに標準搭載し

て販売する） 

2006年８月２日から３

年間。以後は30日前ま

でに終結の意思表示が

ない限り１年毎の自動

延長。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ（当社及び連結会社）が判断したものであります。 

  

(1) 経営成績 

  

当社を取り巻く経営環境は、デジタルTV、携帯電話、無線ブロードバンド各市場の継続的成長に加え、各種家電商品の複合化

が進んでおり、その中で当社は、自社の保有する技術と事業提携先の技術を融合することにより、デジタル家電、モバイル、

ネットワークの融合市場向けターンキーソリューションの開発を進め、新たな収益機会の獲得を目指しました。また、これら３

事業の相乗効果を図ることを目的とする戦略的投資事業においては、戦略的提携による販売増加に加え、投資収益の獲得も達成

することができ、その結果、以下の経営成績を上げることができました。 

  

デジタル家電事業では、「リビングで家族と楽しむテレビ」から「好きな場所で一人で見るテレビ」へ需要がシフトしつつあ

り、実際にテレビと他のデジタル家電機器、携帯機器との融合商品が数多く登場しております。その中で、市場のニーズに即応

できるモジュール製品が好調に推移し売上に大きく寄与いたしました。特に日本市場では、本格的な販売開始から１年足らずで

モジュールの出荷台数が累計10万台を超えるといった成果をあげました。これは同製品の品質と安定性、および、従来のテレビ

から携帯機器・ポータブル機器までをカバーする幅広い商品ラインアップが高く評価されたことによるものと当社は認識してお

ります。 

  

モバイル関連事業では、当連結会計年度中に開発・発売したSDIOワンセグチューナが株式会社エルザジャパンに採用され、PC

対応商品として平成19年３月末より出荷が開始されるなど、着実に開発成果をあげつつあります。また、テスト・QA（品質）

サービスにも引き続き注力いたしました。 

  

ネットワーク関連事業では、米国ソーマ社との合弁事業であるソーマ・アジア社を通じたブロードバンド対応の固定無線通信

システム（ソーマ・システム）市場の開拓、販売、設置サービスを引き続き推進し、順調に新規顧客を獲得しております。ソー

マ関連事業に加え、SD/SDIO事業も大手国内メーカに対する無線LAN対応SD-Link11gのOEM供給も順調に推移しました。 

  

戦略的投資事業では、事業提携や出資によって当社の事業拡大と技術力の一層の強化につなげるために積極的に投資を実施し

ました。デジタル家電事業における当社グループの好調な業績が、同時に、本事業において当社が事業提携を目的として実施し

てきた提携先企業の価値増大をもたらし、販売面におけるシナジー以外に、投資収益の形でも貢献しております。 

  

こうした結果、当社グループの当連結会計年度の売上高はデジタル家電事業の牽引により、113億47百万円と、前年同期比で

45.5%増となりました。利益につきましては、モジュールを中心とするハードウェア製品の売上構成比増等により、売上総利益率

は24.3％から23.2％と若干低下いたしましたが、売上高の急速な伸びにより、売上総利益としては７億45百万円増加し、前年同

期比39.4％増の26億37百万円となりました。この売上総利益の増加は、販管比率および営業利益率の改善にも貢献し、売上高販

管比率は17.2％から15.2％へ、営業利益率は前年度期末の7.1％から8.0％へと改善した結果、営業利益は９億９百万円（前年同

期比63.8％増）となりました。また当連結会計年度は、借入金の増加に伴う金利負担増、無形固定資産の一部除却等があったも

のの、投資有価証券売却益などの寄与により、経常利益は９億63百万円（前年同期比35.4％増）となり、税金等調整前当期純利

益は、９億60百万円（前年同期比41.9％増）、当期純利益は、５億77百万円（前年同期比11.9％増）となりました。 

  

(2) 財政状態及びキャッシュ・フローの状況 

  

当社グループの当期末の総資産は、236億60百万円と前年同期比70億28百万円増加しました。流動資産は、活発な営業活動によ

る売上拡大に伴う受取手形および売掛金29億81百万円の増加を主因とし、131億13百万円と、60億61百万円増加しました。固定資

産は、ソフトウェア資産が13億77百万円増加したこと等を主因とし、105億44百万円と９億72百万円増加しました。 

 



 当社グループの当期末の負債は、平成18年11月の転換社債型新株予約権付社債の発行50億円と短期借入金（８億25百万円

増）、1年以内返済予定の長期借入金（５億26百万円増）が増加したことを主因とし、流動負債が前年同期比69億31百万円増加

し、114億62百万円となりました。純資産につきましては、利益剰余金の増加等を主因とし２億49百万円増加し、92億48百万円と

なりました。こうした結果、自己資本比率は39.0％となりました。 

  

 当連結会計年度の連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローが、税金等調整前当期純利

益が２億84百万円増加し、９億60百万円となったものの、営業活動の活発化及び第４四半期に売上が集中したことに伴う売上債

権の増加を主因として14億58百万円のマイナス、投資活動によるキャッシュ・フローは、戦略的投資事業での投資有価証券取得

（11億91百万円）、知的財産であるソフト資産投資（16億43百万円）等により39億74百万円のマイナスとなりました。一方、財

務活動によるキャッシュ・フローは、転換社債型新株予約権付社債の発行（50億円）等により、67億98百万円のプラスとなりま

した。この結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前年度末の32億59百万円から15億46百万円増加して48億５百万円となりま

した。 

  

今後につきましては「個人で楽しむテレビ」へと需要がシフトすることで、当社のターゲットとする中小型テレビ市場が急速

に拡大していくと当社は見込んでおります。こうした環境の中で、品質の更なる向上と商品ラインアップの拡充に努めることに

より、着実にマーケットシェアを拡大し、利益を伴った成長を実現してまいります。 

また、WiMAX規格への移行に伴い出荷のずれ込んでいたソーマ関連事業につきましても今期の本格化を目指し、平成20年３月期

以降はオペレーターとの協業によりBRICs（ブラジル、ロシア、インド、中国）及びVISTA（ベトナム、インドネシア、南アフリ

カ、トルコ、アルゼンチン）を中心に通信ネットワーク事業を本格的に展開してまいります。  

デジタル家電、モバイル、通信・ネットワークの３事業分野における融合商品市場の拡大に伴い、技術が複雑化し、商品の収

益性に品質管理の占めるウェートは拡大の一途をたどっております。当社は自社のQCは勿論のこと、事業分野別に展開して参り

ましたQA事業を統合し、顧客のあらゆるニーズに対応できる体制を整え、品質面における競争力を一層強化してまいります。こ

れらの施策は、いずれも当社グループの成長率を高めると共に、中長期的なキャッシュ・フローの拡大に繋がると認識しており

ます。当社グループは、当連結会計年度末、現金および現金同等物を48億５百万円保有しておりますが、今後共、資金支出を十

分に吟味し、A2D戦略や積極的なグローバル展開を担保するための財務基盤の維持強化に努める所存です。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度において実施した企業集団の固定資産投資の総額は、18億93百万円であり、主なものはデジタル関連の自社開

発技術・商品を中心とする知的財産としてのソフトウェア資産及び開発機器であります。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、日本国内・米国・シンガポールに合計３箇所の拠点を有し、その設備の状況は下記

のとおりであります。 

(1）提出会社 

  

 （注）１．上記金額には、消費税等を含んでおりません。 

２．上記中、［外書］は臨時従業員数であります。 

３．上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。 

  

 

      平成19年３月31日現在 

事業所名（所在地） 
事業の種類別セグメント

の名称 
設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人） 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

器具備品 合計 

東京事務所 
(東京都千代田区) 

デジタル家電事業 事務所設備 19,236 20,563 12,814 52,614 52［ 2］

東京事務所 
(東京都千代田区) 

モバイル関連事業 事務所設備 13,338 － 11,939 25,278 8［ 9］

東京事務所 
(東京都千代田区) 

ネットワーク関連事業 事務所設備 3,497 － 9,858 13,356 6［ 1］

東京事務所 
(東京都千代田区) 

管理業務 管理設備 6,523 － 3,202 9,725 20［ 0］

大阪事務所 
(大阪市西区) 

デジタル家電事業 事務所設備 5,581 － 1,094 6,676 8［ 0］

大阪事務所 
(大阪市西区) 

ネットワーク関連事業 事務所設備 2,093 － 2,193 4,286 3［ 0］

大阪事務所 
(大阪市西区) 

管理業務 管理設備 697 － 108 805 1［ 0］

北海道技術開発センター 
(札幌市北区) 

デジタル家電事業 事務所設備 2,968 － 1,309 4,278 -［ -］

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメン
トの名称 

設備の内容
年間リース料

（千円） 
リース契約残高 

（千円） 

東京事務所 
（東京都千代田区） 

デジタル家電事業 デジタル情報機器 5,626 5,180 

東京事務所 
（東京都千代田区） 

管理業務 管理設備 2,456 2,210 



(2）国内子会社 

  

（注）１．上記金額には、消費税等を含んでおりません。 

２．上記中、［外書］は臨時従業員数であります。 

  

(3）在外子会社 

 （注） 上記金額には、消費税等を含んでおりません。 

  

 

      平成19年３月31日現在 

会社名 所在地 
事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容

帳簿価額（千円） 従業員
数 

（人） 建物及び
構築物 

機械装置及
び運搬具 

器具備品 その他 合計 

株式会社ジークス 
東京事務所 

（東京都千代
田区） 

モバイル関連事業 事務所設備 1,268 883 7,017 － 9,169 34［ 6］

メガソリューショ
ン株式会社 

東京事務所 
（東京都千代

田区） 

ネットワーク関連
事業 

事務所設備 － － 1,720 － 1,720 11［ 0］

株式会社ゼン・テ
ィーコム 

東京事務所 
（東京都千代

田区） 
デジタル家電事業 事務所設備 1,122 － 1,852 150,000 152,975 9［ 3］

        平成19年３月31日現在 

会社名 所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人） 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

器具備品 合計 

ゼンテック・テク
ノロジー・インク 

米国カリフォル
ニア州 

デジタル家電
事業 

事務所設備 5,468 64,600 13,942 84,011 25

ゼンテック・テク
ノロジー・シンガ
ポール・プライベ
ート・リミテッド 

シンガポール共
和国 
シンガポール 

デジタル家電
事業及びモバ
イル関連事業 

事務所設備 274 － 8,488 8,763 24

ソーマ・アジア・
プライベート・リ
ミテッド 

シンガポール共
和国 
シンガポール 

ネットワーク
関連事業 

事務所設備 568 － 354 922 5

ゼンテック・イン
ベストメント・プ
ライベート・リミ
テッド 

シンガポール共
和国 
シンガポール 

戦略的投資事
業 

事務所設備 － － － － －



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

① 提出会社 

 （注） 上記金額には、消費税等を含んでおりません。 

  

② 在外子会社 

 （注） 上記金額には、消費税等を含んでおりません。 

  

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

  

事業所名（所在地） 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額
資金調
達方法 

着工及び完了予定金額 
完成後の
増加能力 総額 

（千円） 
既支払額
（千円） 

着工 完了 

東京事務所 
(東京都千代田区) 

デジタル家電
事業・モバイ
ル関連事業・
ネットワーク
関連事業 

開発機器等 92,250 － 自己資金 平成19年4月 平成20年3月 － 

合計 92,250 － － － － － 

会社名 所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法 

着工及び完了予定
金額 

完成後の
増加能力 

総額
（千円） 

既支払額
（千円） 

着工 完了 

ゼンテック・テ
クノロジー・シ
ンガポール・プ
ライベート・リ
ミテッド 

シンガポール共
和国 
シンガポール 

デジタル家電
事業及びモバ
イル関連事業 

開発機器等 12,236 － 自己資金
平成19年4

月 
平成20年3

月 
－

ソーマ・アジ
ア・プライベー
ト・リミテッド 

シンガポール共
和国 
シンガポール 

ネットワーク
関連事業 

開発機器等 58,300 － 自己資金
平成19年4

月 
平成20年3

月 
－

合計 70,536 － － － － －



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」には、平成19年６月１日以降提出日までの新株予約権等の権利行使により発行されたものは含まれて

おりません。 

  

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 400,000 

計 400,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年６月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 104,830.78 105,190.78
㈱大阪証券取引所
（ヘラクレス市場） 

－ 

計 104,830.78 105,190.78 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

   新株予約権に関する事項は、次のとおりであります。 

 ① 提出会社に対して新株の発行を請求できる権利（旧商法第280条ノ19 の規定及び旧新事業創出促進法第11条の５第２項

に基づく新株引受権（ストックオプション））に関する事項は、次のとおりであります。 

（イ）平成13年３月２日臨時株主総会決議 

（注）１．株式分割及び時価を下回る価格で新株を発行するときは、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未

満の端数は切り上げる。 

調整後付与株数 ＝ 調整前付与株数 × 調整前行使価額 ÷ 調整後行使価額 

権利付与日以降、株式の分割又は併合が行われる場合、未行使の新株引受権の目的たる株式の数及び発行価額は、分割

又は併合の比率に応じ比例的に調整される。 

２．平成14年２月22日開催の取締役会決議により、平成14年５月20日付で普通株式１株を４株にしたため、新株予約権の目

的となる株式の数は16,700株に、新株予約権の行使価額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価

額および資本組入額はそれぞれ12,500円に調整しております。 

３．平成19年５月31日現在、新株予約権の行使により、新株予約権の目的となる株式の数は、5,742株となります。 

 

  
事業年度末現在

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数
（個） 

－ － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数
（株） 

6,092 5,742 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 12,500 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年３月４日
至 平成23年３月１日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価額及び資本組入
額（円） 

発行価額  12,500
資本組入額 12,500 

同左 

新株予約権の行使の条件 

 権利行使時においても当社取締役
又は従業員であることを要する。 
 権利者が死亡した場合には、相続
人が権利行使可能とする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 権利の譲渡及び質入れは認めな
い。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 

－ － 

          
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当り払込金額 

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

時価（または調整前行使価額） 

  既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



② 提出会社に対して新株の発行を請求できる権利（旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく新株予約権（ストッ

クオプション））に関する事項は次のとおりであります。 

(イ）平成14年６月28日定時株主総会決議 

 （注）１．株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額は調整され、調整により生ずる１円未満の端数は切り

上げる。 

時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。ただし、新株予約権等の行使による場合は行使価額の調整は行わない。 

調整後付与株数 ＝ 調整前付与株数 × 調整前行使価額 ÷ 調整後行使価額 

権利付与日以降、合併する場合、株式分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の

調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額は適切に調整されるものとする。 

２．当事業年度において、付与株式数のうち、54株失効（付与対象者の退職による権利喪失）しております。 

３．平成19年５月31日現在、新株予約権の行使により、新株予約権の目的となる株式数は324株となります。 

  

 

  
事業年度末現在

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 334 324 

新株予約権のうち自己新株予約権の
数（個） 

－ － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数
（株） 

334 324 

新株予約権の行使時の払込金額
（円） 

134,610 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年９月６日
至 平成22年９月５日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価額及び資本
組入額（円） 

発行価額  134,610
資本組入額  67,310 

同左 

新株予約権の行使の条件 

 権利行使時においても当社取締役
又は従業員であることを要する。 
 権利者が死亡した場合には、相続
人が権利行使可能とする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 権利の譲渡及び質入れは認めな
い。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項 

－ － 

  
調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×

１ 

  分割・併合の比率 

          
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当り払込金額 

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

時価 

  既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



(ロ)平成16年６月24日定時株主総会決議 

 （注）  株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額は調整され、調整により生ずる１円未満の端数は切り

上げる。 

時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

新株予約権発行日後に、合併する場合、株式分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使

価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、発行価額は適切に調整されるものとする。 

  

 

  
事業年度末現在

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 50 50 

新株予約権のうち自己新株予約権の
数（個） 

－ － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数
（株） 

50 50 

新株予約権の行使時の払込金額
（円） 

363,195 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年９月22日
至 平成24年９月21日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価額及び資本
組入額（円） 

発行価額  363,195
資本組入額  181,600 

同左 

新株予約権の行使の条件 

 各新株予約権の一部行使はできな
いものとする。 
 その他の権利行使の条件は、当社
取締役会において決定するものとす
る。 
 新株予約権発行の取締役会決議に
基づき、当社と新株予約権者との間
で締結する新株割当契約に定める。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 被付与者およびその権利承継者
は、契約書に定める以外は、本新株
予約権を第三者に譲渡することは出
来ず、又はこれに担保権を設定する
ことができないものとする。 
 新株予約権を譲渡するには、取締
役会の承認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項 

－ － 

  
調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×

１ 

  分割・併合の比率 

          
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当り払込金額 

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

時価（又は調整前行使価額） 

  既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



(ハ)平成16年６月24日定時株主総会決議 

 （注）  株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額は調整され、調整により生ずる１円未満の端数は切り

上げる。 

時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

新株予約権発行日後に、合併する場合、株式分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使

価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、発行価額は適切に調整されるものとする。 

  

 

  
事業年度末現在

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 200 200 

新株予約権のうち自己新株予約権の
数（個） 

－ － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数
（株） 

200 200 

新株予約権の行使時の払込金額
（円） 

253,680 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年12月20日
至 平成24年12月19日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価額及び資本
組入額（円） 

発行価額  253,680
資本組入額  126,840 

同左 

新株予約権の行使の条件 

 各新株予約権の一部行使はできな
いものとする。 
 その他の権利行使の条件は、当社
取締役会において決定するものとす
る。 
 新株予約権発行の取締役会決議に
基づき、当社と新株予約権者との間
で締結する新株割当契約に定める。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 被付与者およびその権利承継者
は、契約書に定める以外は、本新株
予約権を第三者に譲渡することは出
来ず、又はこれに担保権を設定する
ことができないものとする。 
 新株予約権を譲渡するには、取締
役会の承認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項 

－ － 

  
調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×

１ 

  分割・併合の比率 

          
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当り払込金額 

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

時価（又は調整前行使価額） 

  既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



③ 会社法に基づき発行した新株予約権付社債は次のとおりであります。 

(イ）平成18年11月10日臨時取締役会決議 

（注）１．新株予約権の行使時の払込金額 

(1)各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権にかかる本社債（ただし、その払込がなされたものに限る。）

の全部を出資するものとし（なお、本新株予約権の行使の効力発生により当該本社債につき、期限の利益が喪失され

るものとする）、当該本社債の価額は、その発行価額と同額とする。 

(2)転換価額（本新株予約権の行使により発行・移転する当社普通株式の数を算定するにあたり用いられる当社普通株式

１株当たりの価額）は、当初501,000円とする。 

(3)転換価額の修正 

行使請求期間における任意の日（以下「決定日」という。）の転換価額は、決定日前の10連続取引日（ただし、株式

会社大阪証券取引所における当社普通株式の普通取引に係る終値（以下「終値」という。）がない日を含まない。以

下「時価算定期間」という。）の毎日の終値の平均値に相当する金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第

１位を切上げる。以下「修正価額」という。）が、当該決定日の直近に適用された転換価額（ただし、本欄第４項に

よる調整を受ける。）の120％に相当する金額を上回る場合には、修正価額に修正されるものとし、修正価額が当該

決定日の直近の適用された転換価額相当額（ただし、本欄第４項による調整を受ける。）の120％に相当する金額と

同額又はそれを下回る場合には、直近に適用された転換価額が維持されるものとする。なお、時価算定期間内に、本

欄第４項第(2）号又は第(3）号で定める転換価額の調整事由が生じた場合には、各期間の毎日の終値の平均値は当該

事由を勘案して当社が適当と判断する額に調整される。 

(4)転換価額の調整 

①当社は、当社が本新株予約権付社債の発行後、本項第②号に掲げる各事由により当社普通株式数に変更を生じる場

合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「転換価額調整式」という。）をもって転換価

額を調整する。 

  
事業年度末現在

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権付社債の残高（千円） 5,000,000 5,000,000 

新株予約権の数（個） 50 50 

新株予約権のうち自己新株予約権の
数（個） 

－ － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数
（株） 

9,980 同左 

新株予約権の行使時の払込金額
（円） 

501,000（注１） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年11月28日
至 平成19年11月22日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価額及び資本
組入額（円） 

（注２） 同左 

新株予約権の行使の条件 
 各本新株予約権の一部行使はでき
ない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 本新株予約権付社債は会社法第
254条第２項本文及び第３項本文の
定めにより、本社債と本新株予約権
のうち一方のみを譲渡することはで
きない。 

同左 

代用払込みに関する事項 
 注１「新株予約権の行使時の払込
金額」欄第１項記載のとおり。 

同左 

組織再編行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項 

－ － 

        新発行・ 
処分株式数

×１株当りの 
発行・処分価額



②転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時期については、次に定めると

ころによる。 

1.本項第(4）号②に定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行し、又は当社の保有

する当社の普通株式を処分する場合（但し、当社普通株式の発行・移転と引換えに当社に取得される証券もしく

は当社に対して取得を請求できる証券又は当社普通株式の発行・移転を請求できる新株予約権（新株予約権付社

債を含む。）の行使及び当社が完全親会社となる株式交換又は当社が存続会社となる合併により当社の普通株式

を発行・移転する場合を除く。） 

調整後の転換価額は、払込期日（無償割当の場合には、発行日）以降又はかかる発行のための株主割当日がある

場合はその日の翌日以降これを適用する。 

2.株式分割により普通株式を発行する場合 

調整後の転換価額は、株式分割のための株主割当日の翌日以降これを適用する。 

3.本項第(4）号②に定める時価を下回る価額をもって当社の普通株式を発行・移転する定めのある取得請求権付株

式、当社の普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の発行・移転を請求できる新

株予約権若しくは新株予約権付社債を発行又は付与する場合 

調整後の転換価額は、発行又は付与される取得請求権付株式、証券又は新株予約権若しくは新株予約権付社債の

全部が当初の転換価額で転換され、又は当初の行使価額で行使され、当社の普通株式が新たに発行されたものと

みなして転換価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発行

日）の翌日以降、又は、その証券の発行若しくは付与のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これ

を適用する。 

4.本項第(4）号②に定める時価を下回る価額をもって当社の普通株式に交換される取得条項付株式その他当社普通

株式の交付がなされることの引換えに当社に取得される証券（但し、本号③に該当するものを除く。）を発行す

る場合 

調整後の転換価額は、発行された証券全てが、取得事由発生日時点での条件で当社普通株式に交換されたものと

みなして転換価額調整式を準用して算出するものとするものとし、取得事由発生日の翌日以降これを適用する。

5.本号①乃至④の各取引において、当社普通株主のための権利の付与のための基準日が設定され、かつ、各取引の

効力の発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本号

①乃至④にかかわらず、調整後の転換価額は、当該承認の決議をした日の翌日以降これを適用する。この場合に

おいて、当該基準日の翌日から当該承認の決議をした日までに行使請求をなしたものに対しては、調整後の行使

価額の適用以降において次の算出方法により、当社普通株式を追加交付する。但し、１株未満の端数について

は、(a）当社普通株式に市場価格がある場合には、１株あたりの市場価格として法務省令で定める方法により算

出する額にその端数の割合を乗じた額を、(b）(a）以外の場合には、１株あたりの純資産にその端数の割合を乗

じた額に相当する金銭を交付する。なお、この場合、株券の交付については、第24項の規定を準用する。 

③転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差額が１円未満にとどまる場合は、転

換価額の調整は行わない。但し、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生し、転換価額調整式を適用する場

合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額からこの差額を差し引いた額を使用する。 

④1.転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。 

2.転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額が初めて適用される日に先立つ45取引日目に始まる30取引

日の株式会社大阪証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（終値のない日数を除く。）とす

る。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。 

3.転換価額調整式で使用する既発行株式数は、株主割当日がある場合はその日、また、株主割当日がない場合は、

調整後の転換価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日において当

社の保有する当社の普通株式数を控除した数とする。 

⑤本項第②号の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本社債権者と協議のう

え、その承認を得て、必要な転換価額の調整を行う。 

1.株式の併合、資本金の減少、新設分割、吸収分割、株式交換又は合併（合併により当社が消滅する場合を除

く。）のために転換価額の調整を必要とするとき。 

調整後 
転換価額 

＝ 調整前 
転換価額 

× 既発行株式数＋
時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数 

株式数 ＝ 

（調整前転換価額 － 調整後転換価額）×
調整前行使価額により
当該期間内に交付され
た株式数 

調整後転換価額 



2.その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要とするとき。

3.転換価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出にあたり使用

すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

⑥本欄第４項により転換価額の調整を行うときには、当社は、調整後の転換価額の適用開始日の前日までに、本社債

権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前の転換価額、調整後の転換価額及びその適用開始日その

他必要な事項を通知する。但し、本項第(2）号②に定める株式分割の場合その他適用開始日の前日までに上記通知

を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

２．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額及び資本組入額 

(1)新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格 

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る本社債の発行価額の総額を、別

記「新株予約権の目的となる株式の数」欄記載の株式の数で除した額とする。 

(2)新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の資本組入額 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合において、増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項の規定

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合にはその端数

を切り上げた金額とし、増加する準備金の額は、上記資本金等増加限度額から上記増加する資本金を減じた額とす

る。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

  



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．株式分割 

１株を４株に分割 

 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年５月20日 
（注１） 

53,490 71,320 － 1,632,250 － 595,000

平成14年７月11日 
（注２） 

600 71,920 － 1,632,250 59,318 654,318

平成15年４月１日～ 
平成16年３月31日 

（注３） 
1,110 73,030 13,875 1,646,125 － 654,318

平成15年４月１日～ 
平成16年３月31日 

（注４） 
744.42 73,774.42 110,550 1,756,675 110,550 764,868

平成16年４月１日～ 
平成17年３月31日 

(注５) 
2,578 76,352.42 32,225 1,788,900 － 764,868

平成16年４月１日～ 
平成17年３月31日 

(注６) 
3,755.93 80,108.35 557,775 2,346,675 557,775 1,322,643

平成16年４月１日～ 
平成17年３月31日 

(注７) 
3,457.81 83,566.16 250,000 2,596,675 250,000 1,572,643

平成16年４月１日～ 
平成17年３月31日 

(注８) 
2,024.33 85,590.49 250,000 2,846,675 250,000 1,822,643

平成16年４月１日～ 
平成17年３月31日 

(注９) 
8,000 93,590.49 974,640 3,821,315 974,640 2,797,283

平成16年４月１日～ 
平成17年３月31日 

(注10) 
17 93,607.49 1,144 3,822,459 1,144 2,798,428

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日 

(注11) 
2,728.29 96,335.78 336,675 4,159,134 336,675 3,135,103

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日 

(注12) 
5,020 101,355.78 62,750 4,221,884 － 3,135,103

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日 

(注13) 
73 101,428.78 4,913 4,226,797 4,912 3,140,015

平成18年４月１日～ 
平成19年３月31日 

(注14) 
3,220 104,648.78 40,250 4,267,047 － 3,140,015

平成18年４月１日～ 
平成19年３月31日 

(注15) 
182 104,830.78 12,250 4,279,298 12,248 3,152,264



２．簡易株式交換 

発行株数       600株 

資本組入額       －円 

３．新株引受権の行使 

発行株数      1,110株 

行使価額      12,500円 

資本組入額    13,875千円 

４. 2008年３月31日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使 

発行株数      744.42株 

発行価額    221,100千円 

資本組入額   110,550千円 

５. 新株引受権の行使 

発行株数      2,578株 

行使価額      12,500円 

資本組入額    32,225千円 

６. 2008年３月31日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使 

発行株数     3,755.93株 

発行価額   1,115,550千円 

資本組入額   557,775千円 

７. 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使 

発行株数     3,457.81株 

発行価額    500,000千円 

資本組入額   250,000千円 

８. 第２回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使 

発行株数     2,024.33株 

発行価額    500,000千円 

資本組入額   250,000千円 

９. 有償少人数募集 

発行株数      8,000株 

発行価額   1,949,280千円 

資本組入額   974,640千円 

10. 新株予約権の行使 

発行株数        17株 

行使価額     134,610円 

資本組入額    1,144千円 

11. 2008年３月31日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使 

発行株数     2,728.29株 

発行価額    673,350千円 

資本組入額   336,675千円 

12．新株引受権の行使 

発行株数      5,020株 

行使価額      12,500円 

資本組入額    62,750千円 

13. 新株予約権の行使 

発行株数        73株 

行使価額     134,610円 

資本組入額    4,913千円 

 



14．新株引受権の行使 

発行株数      3,220株 

行使価額      12,500円 

資本組入額    40,250千円 

15. 新株予約権の行使 

発行株数       182株 

行使価額     134,610円 

資本組入額    12,250千円 

16. 平成19年4月1日から平成19年５月31日までの間に、新株引受権の行使により、発行済株式総数が350株、資本金が4,375

千円増加しております。 

17．平成19年4月1日から平成19年５月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が10株、資本金及び資本

準備金が、それぞれ673千円増加しております。 

  

(5）【所有者別状況】 

  （注）自己株式数は、「個人その他」に21株、「端株の状況」に0.78株含まれております。 

  

  

          平成19年３月31日現任

区分 

株式の状況

端株の
状況 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等

個人その他 計 
個人以外 個人

株主数（人） － 8 23 76 40 17 9,674 9,838 －

所有株式数
（株） 

－ 2,043 1,919 5,123 15,188 3,621 76,936 104,830 0.78

所有株式数の
割合（％） 

－ 1.95 1.83 4.89 14.49 3.45 73.39 100.00 －



(6）【大株主の状況】 

  

 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

大谷 省三 
（常任代理人新光証券株式会社） 

 
 (東京都中央区八重洲2-4-1) 

27,272 26.01

吉村 一男 
（常任代理人新光証券株式会社） 

 
 (東京都中央区八重洲2-4-1) 

6,470 6.17

ＯＰＥパートナーズ一号投資事業
有限責任組合 無限責任組合員 
ＯＰＥパートナーズ株式会社 

東京都港区芝3-22-8 3,235 3.09

ドイチェ バンク アーゲー ロ
ンドン ６１０ 
（常任代理人ドイツ証券株式会
社） 

(東京都千代田区永田町2-11-1) 1,863 1.78

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜2-4-6 1,696 1.62

バークレイズ バンク ピーエル
シー バークレイズ キャピタル 
セキュリティーズ エスビーエル 
ピービーアカウント(常任代理人ス
タンダードチャータード銀行) 

(東京都千代田区永田町2-11-1) 1,571 1.50

三晶実業株式会社 東京都中央区日本橋3-2-9 1,120 1.07

梅藤 建治 島根県松枝市 1,050 1.00

ジョン ドーソン 
（常任代理人新光証券株式会社） 

(東京都中央区八重洲2-4-1) 1,000 0.95

ザ・チェース・マンハッタン・バ
ンク385032 (常任代理人株式会社
みずほコーポレート銀行兜町証券
決済業務室) 

（東京都中央区日本橋兜町6-7） 1,000 0.95

計 － 46,277 44.14



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

 

    平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   21 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 104,809 104,809 － 

端株 普通株式  0.78 － － 

発行済株式総数      104,830.78 － － 

総株主の議決権 － 104,809 － 

     平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社ゼンテック・テ
クノロジー・ジャパン 

東京都千代田区内神
田2-1-2 

21 － 21 0.02 

計 － 21 － 21 0.02 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ19の規定及び旧新事業創出促進法第11条

の５第２項に基づき、新株引受権方式により当社取締役、使用人及び認定支援者に対して付与することを、平成13年３月２日

の臨時株主総会において決議しております。また、平成14年６月28日の定時株主総会、平成16年６月24日の定時株主総会にお

いて、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づいて、ストックオプションとして新株予約権を発行することを決議し

ております。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

①平成13年３月２日の臨時株主総会における付与決議 

  

②平成14年６月28日の定時株主総会における発行決議 

  

 

決議年月日 平成13年３月２日

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役４名、当社従業員11名
認定支援者である当社監査役１名及び当社子会社の
従業員16名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

決議年月日 平成14年６月28日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員２名、当社子会社従業員３名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －



③平成16年６月24日の定時株主総会における発行決議 

  

④平成16年６月24日の定時株主総会における発行決議 

  

  

  

決議年月日 平成16年６月24日

付与対象者の区分及び人数 社外協力者 １名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

決議年月日 平成16年６月24日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役 １名、当社従業員 ２名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

  

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

     該当事項はありません。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った
取得自己株式 

－ － － －

その他 
（ － ） 

－ － － －

保有自己株式数 21 － 21 － 



３【配当政策】 

当社は、株主への利益還元を重要な経営課題と認識し、今後の経営状況を鑑み適時配当を実施していく方針であり、中間配当

と期末配当の年２回、剰余金の配当を行うことを基本方針としております。しかしながら、当期の剰余金の配当につきまして

は、企業体質の強化および積極的な事業展開と成長戦略の実行に必要な内部留保の確保のため、誠に遺憾ではございますが、無

配とさせていただきたいと存じます。 

なお、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項についての決定機関は、法令に別段の定めがある場合を除き、取

締役会であり、また当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定

款に定めております。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、平成14年12月15日までは大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場におけるものであり、平成14年

12月16日からは大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものであります。 

２．□印は、平成14年５月20日付の株式分割による権利落後の株価であります。 

３．ナスダック・ジャパン市場は、平成14年12月16日付で「ヘラクレス」に市場名を変更しております。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものであります。 

  

  

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 
395,000 

□289,000 
373,000 464,000 1,200,000 843,000 

最低（円） 
269,000 
□58,000 

60,000 217,000 224,000 215,000 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 581,000 552,000 515,000 446,000 398,000 344,000 

最低（円） 464,000 462,000 437,000 341,000 317,000 215,000 



５【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

代表取締役

社長 
  大谷 省三 昭和34年３月11日生

昭和57年５月 ノーザン・アリゾナ大学卒

業 

昭和57年５月 松下電器貿易株式会社（現

松下電器産業株式会社）入

社 

平成４年４月 ゼンテック・ストラテジー 

       ・インク設立代表取締役 

平成９年10月 ゼンテック・テクノロジー 

       ・インク設立代表取締役

（現任） 

平成12年２月 当社設立代表取締役社長

（現任） 

(注)３ 27,272 

取締役 
財務・ＩＲ

担当 
吉村 一男 昭和31年７月21日生

昭和54年３月 東京大学卒業 

昭和54年４月 株式会社日本興業銀行入行 

平成８年６月 アイデック・マネジメン

ト・カンパニー マネージ

ング・ディレクター 

平成12年９月 当社取締役財務・ＩＲ担当

（現任） 

平成14年２月 ゼンテック・テクノジー・

シンガポール・プライベー

ト・リミテッド設立代表取

締役（現任） 

平成16年９月 ソーマ・アジア・プライベ

ート・リミテッド設立代表

取締役（現任） 

平成17年10月 ゼンテック・インベストメ

ント・プライベート・リミ

テッド設立代表取締役（現

任） 

(注)３ 6,470 

取締役 営業担当 伊東 清 昭和24年２月27日生

昭和46年３月 大阪工業大学卒業 

昭和46年４月 松下電器産業株式会社入社 

昭和59年９月 株式会社ビーンズ入社 

昭和63年12月 松下コンピュータシステム

株式会社入社 

平成７年４月 共同コンピュータ株式会社

入社 

平成７年６月 同社取締役 

平成13年２月 当社執行役員管理本部長 

平成14年７月 当社執行役員営業本部長 

（現任） 

平成19年６月 当社取締役営業担当 

（現任） 

(注)３ 200 



 （注）１．取締役 吉村一男は、代表取締役社長 大谷省三の義兄であります。 

２．監査役 鈴木勲、安達智彦、井上隆彦、早川公正は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．平成19年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

４．平成16年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

５．平成18年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

６．平成19年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

取締役 管理担当 伊藤 強 昭和26年１月18日生

昭和49年３月 慶応義塾大学卒業 

昭和49年４月 松下電器貿易株式会社（現

松下電器産業株式会社）

入社 

平成18年４月 当社執行役員知財・法務本

部長 

平成18年10月 当社執行役員総務本部長 

平成19年４月 当社執行役員管理本部長 

（現任） 

平成19年６月 当社取締役管理担当 

（現任） 

(注)３ － 

常勤監査役   鈴木  勲 昭和13年７月24日生

昭和38年３月 大阪工業大学卒業 

昭和38年４月 高千穂交易株式会社（現日

本ユニシス株式会社）入社 

平成３年９月 ソフトバンク株式会社 

入社 

平成８年６月 共同コンピュータ株式会社

取締役 

平成15年１月 当社顧問 

平成15年６月 当社常勤監査役（現任） 

(注)６ 12 

監査役   安達 智彦 昭和30年８月15日生

昭和54年３月 東京大学卒業 

昭和54年４月 日本電気株式会社入社 

平成２年３月 東京大学博士課程修了 

平成３年４月 日本証券経済研究所入所 

平成５年４月 武蔵大学助教授 

平成12年９月 当社監査役（現任） 

平成14年４月 武蔵大学教授（現任） 

(注)４ 800 

監査役   井上 隆彦 昭和21年５月11日生

昭和48年10月 司法試験合格 

昭和51年４月 弁護士登録（現任） 

昭和57年４月 井上隆彦法律事務所開設 

平成10年４月 大阪弁護士会副会長 

平成15年２月 フェニックス法律事務所 

       開設（現任） 

平成18年４月 (財)法律扶助協会副会長 

平成18年６月 当社監査役（現任） 

(注)５ － 

監査役   早川 公正 昭和11年５月１日生

昭和35年３月 東京大学理学部 数学科卒 

昭和35年３月 日本ユニバック株式会社

（現日本ユニシス株式会  

社）入社 

昭和61年４月 同社 システム第２本部長 

平成14年６月 日本ラッド株式会社 常任

監査役 

平成18年６月 当社監査役（現任） 

(注)５ － 

        計   34,754



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

  

当社は、企業統治（コーポレート・ガバナンス）とは、会社の意思決定機関である取締役会の活性化と経営陣に対する監

視、及び不正を防止する仕組みであると考えております。 

 当社は、取締役会を経営方針戦略の意思決定機関とし、業務執行については経営会議及び執行役員制度により、責任の明確

化と効率性の向上を推進しております。また、監査役は社外から登用し、チェック機能の強化に取り組んでおります。さら

に、社長を委員長とし人事、経理、法務等、職能代表からなるコンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、コンプライア

ンス行動基準を制定して適用法令、倫理の遵守を徹底するとともに、事業活動で予測されるリスクを分析し対策を立案及び実

践するリスク管理の推進に取り組んでおります。 

内部監査機能は、社長直属の組織である監査室が監査チームを結成して、各部署の所管業務がコンプライアンス行動基準に

従い、適正かつ有効に運用されているか否かを監査し、その結果をコンプライアンス・リスク管理委員会に報告し、コンプラ

イアンス・リスク管理を継続的に改善する仕組みを推進します。 

  

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システム、リスク管理体制の整備の状況等 

  

①会社の機関の内容 

  

当社では、取締役と監査役という枠組みの中で、執行役員制度を平成１４年６月より導入しており、現行経営体制は、取締

役４名、執行役員３名、監査役４名（内、社外監査役４名）であります。 

  

・取締役および取締役会 

  

当社の取締役は、取締役４名の体制となっております。また、取締役会は、経営の意思決定機関として、毎月１回以上開催

しております。当社グループは、開発拠点を米国（シリコンバレー）、日本（東京・大阪）、及びシンガポールに有してお

り、特にシリコンバレーのコア技術開発センターは当社グループの開発業務の中核に位置するため、企業運営体制として、取

締役が米国、日本、シンガポールにそれぞれ常駐する体制をとっております。さらに、各取締役は必要に応じて各拠点間を往

復しており、現在までの所、企業運営体制に支障は生じておらず、むしろ取締役が各拠点に分駐する事により迅速な意思決定

が実現出来ている為、今後共、現体制を継続する方針です。 

取締役の業務報告は、毎月１回以上開催の取締役会において、担当取締役より実施されております。毎月１回開催を原則と

する経営会議で充分に議論された重要事項に対しては、定款、社内規程に基づき、取締役会の決議により決定されておりま

す。また、取締役の業務状況及び取締役会の運営・議案決議の妥当性に関し、監査役により監査を受けております。 

  

・監査役および監査役会 

  

当社は監査役制度を採用し、毎月１回以上開催の監査役会は、常勤監査役１名、非常勤監査役３名の計４名の体制となって

おります。監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役から営業の報告を聴取し、重要な決議書類等を閲覧

し、各部署および子会社において業務及び財産の状況を随時に監査または調査するとともに、決算期においては、監査法人よ

り監査結果の報告を受けた上で、監査報告書を作成しております。さらに、コーポレート・ガバナンスの一環として、取締役

の職務執行が適法性を欠く恐れがある場合には、必要な助言を行い、的確に職務を遂行しております。 

  

・経営会議 

  

経営会議は、取締役および執行役員により原則として毎月１回開催され、営業計画、予算、総合調整、業績の総合把握、会

社の重要な人事等全般的な経営の執行に関する事項、その他重要または異例な業務の執行に関する事項を協議し、社長の決定

により確定しております。 

  

 



②当社の業務執行の体制、経営監視および内部統制、リスク管理体制の仕組み 

  

 
  

③内部統制システム及びリスク管理体制に関する基本的考え方と整備の状況 

  

 当社は、事業活動において、「正しきを行う」をビジネス倫理のコアとして、コンプライアンス行動基準を制定し、関連社

内規定の改訂と整備を行い、適用法令、倫理の遵守を徹底していきます。同時に、コンプライアンス・リスク管理委員会が、

事業活動で予測されるリスク分析とリスク管理規定の制定・改訂を推進し、当該リスクに対する対策の立案及び助言を行うこ

とで、リスクの予防及び軽減に取組むとともに、有事において、迅速、かつ誠実に対応してまいります。 

  

また、当社は、平成18年５月17日開催の取締役会において、内部統制システムに関する基本方針を下記の通り決議いたしま

した。 

  

1.取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制 

取締役会を毎月１回、必要に応じて随時開催し、基本的事項、重要事項の意思決定および業務執行の報告を行う。 

2.取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

当社の企業倫理を遵守できるための指針として、コンプライアンス・マニュアルを作成し、それに伴う内部者通報制度

の設置をする。 

3.取締役の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する体制 

文書管理規程等を整備し、法令、社内規程に基づき情報を保存、管理する体制を確立する。 

4.損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

事業レベルでの課題、重要な法務問題および法令順守にかかる課題、品質管理・環境保全での 課題等各分野のリスク

と対策を抽出し、中期計画にリンクさせる仕組みを図る。 

5.取締役および従業員が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制およびその他監査役の監査が実効

的に行われることを確保するための体制 

監査役が取締役会、経営会議等に出席するとともに、必要な決議書類、業務・財産状況の調査をすることができる体制

の充実を図る。 

6.当社子会社における業務の適正を確保するための体制 

子会社を含めたグループレベルでのコンプライアンス・マニュアルの適用およびコンプライアンスを確保するための制

度の確立を図る。 

  

④内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携 



  

当社の内部監査については、社長直属の組織である監査室１名の指揮のもと従業員の中から内部監査人を指名して監査チー

ムを結成して、各部署および子会社の業務がコンプライアンス行動基準および社内規程に従い、適正かつ有効に運用されてい

るか否かを監査し、その結果をコンプライアンス・リスク管理委員会に報告し、コンプライアンス・リスク管理を継続的に改

善する仕組みを推進します。 

監査室は、自ら実施した監査テーマについて監査役と定期的、もしくは、必要に応じて報告、意見交換を行っております。 

また、監査役及び会計監査人は、内部監査について監査役監査や会計監査人による法定監査を通じて定期的、もしくは、必

要に応じて報告、意見交換を行っております。 

  

⑤会計監査の状況 

  

当社は、会計監査人としてあずさ監査法人と監査契約を締結し、会社法監査及び証券取引法監査を受けております。あずさ

監査法人の指定社員・業務執行社員は、公認会計士 神谷英一、岩本宏稔の各氏であり、その他会計監査業務に携わる補助者

は17名であります。なお、当該監査法人及びその業務執行社員と当社との間には、特別な利害関係はありません。 

  

⑥社外取締役及び社外監査役との関係 

  

当社の監査役である鈴木勲氏、安達智彦氏、井上隆彦氏および早川公正氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であ

ります。同社外監査役と他の会社との兼任状況（他の会社の業務執行者である場合）および当社と当該他の会社との関係につ

きましては、下記の通りです。 

  

1.監査役安達智彦氏は、武蔵大学の教授を兼務しております。なお、当社は武蔵大学との間には特別の関係はありません。 

2.監査役井上隆彦氏は、フェニックス法律事務所の所長を兼務しております。なお、当社はフェニックス法律事務所との間

には特別の関係はありません。 

  

⑦法律事務所との顧問契約 

  

当社は、法律事務所と顧問契約を締結し、日常発生する法律問題全般に関して助言と指導を適時受けられる体制を設けてお

ります。 

  

(3) 役員報酬の内容 

  

取締役及び監査役に支払った報酬 

  

         取締役に対する報酬支給総額         17,380千円 

         監査役に対する報酬支給総額         8,460千円 

          

※上記に示す監査役は、社外監査役であります。 

      

（注）報酬限度額 取締役： 年額         500,000千円 

              監査役  年額         100,000千円 

  

(4) 監査報酬の内容（当社及び連結子会社） 

  

当社の会計監査人であるあずさ監査法人に対する報酬 

   

  公認会計士法第２条第１項に規定する業務にもとづく報酬   20,500千円 

  上記以外の報酬金額                    1,100千円 
 



(5) 責任限定契約の内容の概要 

  

当社と会計監査人あずさ監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する

契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、あずさ監査法人の会計監査人としての在職中に報酬そ

の他の職務執行の対価として当社から受け、又は受けるべき財産上の利益の額の事業年度ごとの合計額のうち最も高い額に二

を乗じて得た額をもって損害賠償責任の限度と致します。 

  

(6) 取締役の定数 

  

当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。 

  

(7) 取締役の選任及び解任の決議要件 

  

当社は、取締役の選任決議について、出席した議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行い、かつ、累積投票によらない旨定款に定めております。 

  

(8) 剰余金の配当等の決定機関 

  

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の

決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることに

より、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。 

  

 



第５【経理の状況】 
  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結会

計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第７期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第８期事業

年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）及び第７期

事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日ま

で）及び第８期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法

人により監査を受けております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

 

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金     3,259,053 4,805,599 

２．受取手形及び売掛金 ※５   2,619,824 5,601,300 

３．たな卸資産     601,465 541,601 

４．繰延税金資産     11,255 32,098 

５．短期貸付金     － 1,273,818 

６．前渡金     331,210 183,442 

７．未収入金     79,604 66,298 

８．預け金     33,226 444,311 

９．その他     116,762 165,075 

貸倒引当金     △190 △310 

流動資産合計     7,052,212 42.4 13,113,235 55.4

Ⅱ 固定資産      

１．有形固定資産      

(1）建物及び構築物   71,148 104,070  

減価償却累計額   26,066 45,082 41,431 62,639 

(2) 建設仮勘定     150,159 150,000 

(3）その他   282,357 362,058  

減価償却累計額   146,835 135,521 200,122 161,935 

有形固定資産合計     330,763 2.0 374,574 1.6

２．無形固定資産      

(1) 営業権     327,723 － 

(2) のれん     － 249,458 

(3) ソフトウェア     803,557 2,180,923 

(4) ソフトウェア仮勘定     1,929,448 1,381,573 

(5) 連結調整勘定     18,330 － 

(6) その他     157,406 115,264 

無形固定資産合計     3,236,465 19.5 3,927,220 16.6



 

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産      

(1) 投資有価証券     5,821,230 5,989,977 

(2) 繰延税金資産     10,342 30,923 

(3) その他     172,656 327,925 

貸倒引当金     － △106,182 

投資その他の資産合計     6,004,229 36.1 6,242,644 26.4

固定資産合計     9,571,458 57.6 10,544,440 44.6

Ⅲ 繰延資産      

１．創立費     502 251 

２．新株発行費     5,311 － 

３．株式交付費     － 2,547 

４．社債発行費     2,025 － 

繰延資産合計     7,840 0.0 2,798 0.0

資産合計     16,631,511 100.0 23,660,474 100.0

       

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．買掛金     1,376,986 1,779,454 

２．短期借入金 
※３
※４ 

  1,527,500 2,352,761 

３．１年以内返済予定の 
  長期借入金 

※３
※４ 

  494,339 1,020,380 

４．１年以内償還予定の 
  社債 

    － 300,238 

５．１年以内償還予定の 
  新株予約権付社債 

    － 5,000,000 

６．未払法人税等     120,771 384,114 

７．製品保証引当金     － 8,750 

８．その他     1,011,519 616,713 

流動負債合計     4,531,116 27.2 11,462,412 48.4



  

 

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債      

１．社債     300,000 － 

２．長期借入金 
※３
※４ 

  2,400,513 2,783,467 

３．繰延税金負債     338,462 156,577 

４．退職給付引当金     3,175 4,479 

５．連結調整勘定     6,435 － 

６．負ののれん     － 4,725 

７．その他     809 173 

固定負債合計     3,049,396 18.4 2,949,423 12.5

負債合計     7,580,512 45.6 14,411,835 60.9

       

（少数株主持分）      

少数株主持分     51,593 0.3 － －

       

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※１   4,226,797 25.4 － －

Ⅱ 資本剰余金     3,213,297 19.3 － －

Ⅲ 利益剰余金     489,944 3.0 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    887,347 5.3 － －

Ⅴ 為替換算調整勘定     191,335 1.1 － －

Ⅵ 自己株式 ※２   △9,316 △0.0 － －

資本合計     8,999,405 54.1 － －

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    16,631,511 100.0 － －

       



  

  

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１．資本金     － － 4,279,298 18.1

２．資本剰余金     － － 3,225,545 13.6

３．利益剰余金     － － 1,067,935 4.5

４．自己株式     － － △9,316 △0.0

株主資本合計     － － 8,563,462 36.2

Ⅱ 評価・換算差額等      

１．その他有価証券評価差
額金 

    － － 7,386 0.0

２．繰延ヘッジ損益     － － △1,064 △0.0

３．為替換算調整勘定     － － 652,824 2.8

評価・換算差額等合計     － － 659,146 2.8

Ⅲ 少数株主持分     － － 26,030 0.1

純資産合計     － － 9,248,639 39.1

負債純資産合計     － － 23,660,474 100.0

       



②【連結損益計算書】 

  

 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     7,800,217 100.0 11,347,497 100.0

Ⅱ 売上原価     5,908,181 75.7 8,709,781 76.8

売上総利益     1,892,035 24.3 2,637,716 23.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費      

１．旅費交通費   109,320 103,086  

２．役員報酬   141,889 157,190  

３．給与手当   285,783 423,131  

４．支払手数料   216,389 178,237  

５．販売手数料   48,903 81,016  

６．研究開発費 ※１ 11,913 133,483  

７．その他   522,640 1,336,839 17.2 652,166 1,728,311 15.2

営業利益     555,196 7.1 909,404 8.0

Ⅳ 営業外収益      

１．受取利息   22,229 83,389  

２．投資有価証券売却益   154,516 105,077  

３．為替差益   5,393 －  

４．連結調整勘定償却額   1,136 －  

５．負ののれん償却額   － 1,709  

６．その他   19,520 202,796 2.6 13,625 203,802 1.8

Ⅴ 営業外費用      

１．支払利息   34,674 112,938  

２．新株発行費償却   2,805 －  

３．株式交付費償却   － 3,124  

４．社債発行費償却   7,024 2,025  

５．為替差損   － 18,929  

６．その他   1,651 46,156 0.6 12,517 149,536 1.3

経常利益     711,836 9.1 963,670 8.5

       



  

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益      

１．固定資産売却益 ※２ 72 －  

２．投資有価証券売却益   － 72 0.0 415,182 415,182 3.7

Ⅶ 特別損失      

１．前期損益修正損 ※３ 16,000 －  

２．固定資産除却損 ※４ 4,122 285,084  

３．投資有価証券評価損   － 20,532  

４．内装工事費用   10,096 10,518  

５．貸倒引当金繰入額   － 102,035  

６．その他   5,146 35,365 0.4 － 418,171 3.7

税金等調整前当期純利益     676,543 8.7 960,682 8.5

法人税、住民税及び事業
税 

  172,706 450,336  

法人税等調整額   △14,837 157,868 2.1 △42,068 408,267 3.6

少数株主利益又は 
少数株主損失（△） 

    1,949 0.0 △25,575 △0.2

当期純利益     516,724 6.6 577,990 5.1

       



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

  

 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高   2,871,709

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１．新株予約権付社債の予 
約権の行使による増加高 

  336,675

２．新株予約権の行使によ 
る増加高 

  4,912 341,587

Ⅲ 資本剰余金期末残高   3,213,297

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △26,780

Ⅱ 利益剰余金増加高  

当期純利益   516,724 516,724

Ⅲ 利益剰余金期末残高   489,944

   



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
4,226,797 3,213,297 489,944 △9,316 7,920,722 

連結会計年度中の変動額    

新株の発行（新株引受権 

及び新株予約権の行使） 
52,500 12,248   64,749 

当期純利益   577,990   577,990 

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額 

（純額） 

    － 

連結会計年度中の変動額合計 

（千円） 
52,500 12,248 577,990 － 642,739 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
4,279,298 3,225,545 1,067,935 △9,316 8,563,462 

      

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
887,347 － 191,335 1,078,683 51,593 9,050,999 

連結会計年度中の変動額    

新株の発行（新株引受権 

及び新株予約権の行使） 
  －   64,749 

当期純利益   －   577,990 

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額 

（純額） 

△879,960 △1,064 461,488 △419,536 △25,562 △445,099 

連結会計年度中の変動額合計 

（千円） 
△879,960 △1,064 461,488 △419,536 △25,562 197,639 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
7,386 △1,064 652,824 659,146 26,030 9,248,639 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 

税金等調整前当期純利
益 

  676,543 960,682 

減価償却費   353,149 655,763 

営業権償却   87,358 － 

のれん償却額   － 96,595 

連結調整勘定償却額   13,528 － 

負ののれん償却額   － △1,709 

販売権償却   50,005 50,005 

製品保証引当金の増減
額(△減少額) 

  △15,142 8,750 

退職給付引当金の増減
額(△減少額) 

  △734 1,303 

受取利息及び受取配当
金 

  △23,441 △87,553 

支払利息   34,674 112,938 

新株発行費償却   2,805 － 

株式交付費償却   － 3,124 

社債発行費償却   7,024 2,025 

投資有価証券売却益   △154,516 △520,260 

固定資産売却益   △72 － 

固定資産除却損   4,122 285,084 

前渡金の増減額(△増加
額) 

  615,893 152,197 

預け金の増減額(△増加
額) 

  576,238 3,681 

売上債権の増減額(△増
加額) 

  △690,742 △3,072,463 

仕入債務の増減額(△減
少額) 

  912,473 339,052 

たな卸資産の増減額(△
増加額) 

  △251,162 35,122 

その他   964,646 △252,279 

小計   3,162,652 △1,227,937 

利息及び配当金の受取
額 

  23,538 61,596 

利息の支払額   △36,944 △97,835 

法人税等の支払額   △86,676 △194,233 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  3,062,570 △1,458,410 



  

  

  次へ 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △73,292 △106,959 

有形固定資産の売却に
よる収入 

  2,586 － 

無形固定資産の取得に
よる支出 

  △1,294,095 △1,643,254 

営業の譲受による支出 ※２ △475,955 － 

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △4,269,969 △1,191,685 

投資有価証券の売却に
よる収入 

  938,277 977,000 

貸付金の貸付けによる
支出 

  － △1,873,754 

貸付金の回収による収
入 

  57,135 300,000 

その他   △19,259 △435,580 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △5,134,574 △3,974,234 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 

短期借入金の純増減額   922,500 825,261 

長期借入金の借入によ
る収入 

  2,830,000 1,900,000 

長期借入金の返済によ
る支出 

  △257,882 △991,005 

社債の発行による収入   － 5,000,000 

株式の発行による収入   67,754 64,749 

自己株式の取得による
支出 

  △2,755 － 

少数株主への株式の発
行による収入 

  20,000 － 

その他   △68,924 △360 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  3,510,693 6,798,645 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

  140,897 180,545 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額（△減少額） 

  1,579,586 1,546,546 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  1,679,466 3,259,053 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※１ 3,259,053 4,805,599 



連結財務諸表作成のための基本となる事項 

 

  
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数  ７社 連結子会社の数  ７社 

  ゼンテック・テクノロジー・インク 

ゼンテック・テクノロジー・シンガポ

ール・プライベート・リミテッド 

株式会社ジークス 

メガソリューション株式会社 

株式会社ゼン・ティーコム 

ソーマ・アジア・プライベート・リミ

テッド 

ゼンテック・インベストメント・プラ

イベート・リミテッド 

 なお、当連結会計年度において新たに

設立した会社（１社）について、連結の

範囲に含めております。 

ゼンテック・テクノロジー・インク 

ゼンテック・テクノロジー・シンガポ

ール・プライベート・リミテッド 

株式会社ジークス 

メガソリューション株式会社 

株式会社ゼン・ティーコム 

ソーマ・アジア・プライベート・リミ

テッド 

ゼンテック・インベストメント・プラ

イベート・リミテッド 

２．持分法の適用に関する事

項 

 該当事項はありません。 同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のゼンテック・テクノロジ

ー・インクの決算日は、12月31日であり

ます。 

連結財務諸表の作成にあたっては、連

結決算日現在で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用しております。 

連結子会社のゼンテック・テクノロジ

ー・シンガポール・プライベート・リミ

テッド、株式会社ジークス、メガソリュ

ーション株式会社、株式会社ゼン・ティ

ーコム、ソーマ・アジア・プライベー

ト・リミテッド及びゼンテック・インベ

ストメント・プライベート・リミテッド

の決算日は３月31日であり、連結決算日

と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

   決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

 決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法 同左 



 

  
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ② たな卸資産 ② たな卸資産 

  商品 商品 

   移動平均法による原価法 同左 

  製品 製品 

  移動平均法による原価法 同左 

  仕掛品 仕掛品 

   個別法による原価法 同左 

  原材料 原材料 

  移動平均法による原価法 同左 

  貯蔵品 貯蔵品 

   終仕入原価法 同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定率法に

よっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物  ３～18年 

機械及び装置   ８～10年 

器具備品     ３～15年 

 在外連結子会社は当該国の会計基準

の規定に基づく定額法を採用しており

ます。 

当社及び国内連結子会社は定率法に

よっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物  ３～18年 

機械及び装置   ８～10年 

車両運搬具      ５年 

器具備品     ３～20年 

 在外連結子会社は当該国の会計基準

の規定に基づく定額法を採用しており

ます。 

  ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

  ソフトウェア ソフトウェア 

  ａ 自社利用目的 ａ 自社利用目的 

   社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

同左 

  ｂ 市場販売目的 ｂ 市場販売目的 

   市場における見込販売数量又は見

込販売収益に基づく償却額と、残存

見積販売有効期間に基づく償却額と

のいずれか大きい金額を計上してお

ります。 

 見込販売有効期間はおおむね２～

３年であります。 

同左 



 

  
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3) 繰延資産の処理方法 創立費 創立費 

   商法施行規則に基づき５年で均等償却

しております。 

 ５年で均等償却しております。 

  新株発行費 株式交付費 

   商法施行規則に基づき３年で均等償却

しております。 

 ３年で均等償却しております。 

  社債発行費 社債発行費 

   商法施行規則に基づき３年で均等償却

しております。 

 ３年で均等償却しております。 

(4) 重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上することとしておりま

す。また、在外連結子会社は主として特

定の債権について回収不能見込額を計上

することとしております。 

同左 

  製品保証引当金 製品保証引当金 

  ──────  ソフトウェア製品の販売後における技

術サービス費用の支出に備えるため、発

生見込額を個別に見積もり計上しており

ます。 

  退職給付引当金 退職給付引当金 

   国内連結子会社は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産に基づき、

計上しております。 

同左 

(5) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算の基準 

在外子会社の資産及び負債は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は資本の部にお

ける為替換算調整勘定に含めておりま

す。 

 在外子会社の資産及び負債は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定に含めておりま

す。 

(6）重要なリース取引の処

理方法 

  

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 



  

 

  
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(7)重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。但し、為替予約のうち、振当処

理の要件を充たしている場合には、

振当処理を採用しております。 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段  為替予約取引 ヘッジ手段  同左 

  ヘッジ対象  外貨建債務 ヘッジ対象  同左 

  ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

   為替予約取引については外貨建取

引の為替相場の変動によるリスクを

ヘッジするために行っております。 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   外貨建予定取引（ヘッジ対象）と

その外貨建予定取引の為替リスクを

ヘッジする為替予約（ヘッジ手段）

とは重要な条件が同一であり、ヘッ

ジに高い有効性があるため有効性の

評価を省略しております。 

同左 

(8)その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 同左 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

  

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年

間の均等償却を行っております。 

────── 

７．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

──────  のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間の定額法により償却を行って

おります。 

８．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会計年度中

に確定した利益処分又は損失処理に基づ

いて作成しております。 

────── 

９．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヵ月以内に満期日の到来する流動性の

高い容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わな

い短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。これによる損益に与える影

響はありません。 

  

    

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

   当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は

9,223,673千円であります。 

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

    

────── （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

   当連結会計年度より、「繰延資産の会計処理に関する

当面の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月11

日 実務対応報告第19号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

前連結会計年度において固定負債「その他」に含めて

おりました社債発行差金は、当連結会計年度より１年以

内償還予定の社債に加算して表示しております。 

なお、当連結会計年度において、１年以内償還予定の

社債に加算した金額は238千円であります。 

前連結会計年度において営業外収益「その他」に含め

ておりました社債発行差金償却額は、当連結会計年度よ

り受取利息（うち社債利息）に含めて表示しておりま

す。 

なお、当連結会計年度において、受取利息に含めた金

額は238千円であります。 

前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・

フロー「その他」に含めておりました社債発行差金償却

額は、当連結会計年度より受取利息及び受取配当金（う

ち社債利息）に含めて表示しております。 

なお、当連結会計年度において、受取利息及び受取配

当金に含めた金額は238千円であります。 

    



  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── （企業結合に係る会計基準） 

  当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年

12月27日 企業会計基準第７号）並びに「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業

会計基準委員会 平成18年12月22日 企業会計基準適用

指針第10号）を適用しております。 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（連結貸借対照表） （連結貸借対照表） 

 「繰延税金負債」は、前連結会計年度まで、固定負債

の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会

計年度において、金額的重要性が増したため区分掲記し

ております。 

 なお、前連結会計年度末の「繰延税金負債」は1,703

千円であります。 

前連結会計年度において、「営業権」として掲記され

ていたものは、当連結会計年度から「のれん」と表示し

ております。 

また、「連結調整勘定」として掲記されていたもの

は、「のれん」又は「負ののれん」と表示しておりま

す。 

  

  前連結会計年度において、「新株発行費」として掲記

されていたものは、当連結会計年度から、「株式交付

費」として表示しております。 

    

（連結損益計算書） （連結損益計算書） 

「前期損益修正損」は前連結会計年度まで特別損失の

「その他」に含めて表示しておりましたが、特別損失の

100分の10を超えたため区分掲記しております。 

なお、前連結会計年度における「前期損益修正損」の金

額は812千円であります。 

前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたものは、当連結会計年度から、「負

ののれん償却額」と表示しております。 

  

「内装工事費用」は前連結会計年度まで特別損失の

「その他」に含めて表示しておりましたが、特別損失の

100分の10を超えたため区分掲記しております。 

なお、前連結会計年度における「内装工事費用」の金

額は3,248千円であります。 

前連結会計年度において、「新株発行費償却」として

掲記されていたものは、当連結会計年度から、「株式交

付費償却」として表示しております。 

    

（連結キャッシュ・フロー計算書） （連結キャッシュ・フロー計算書） 

────── 前連結会計年度において、「営業権償却」、「連結調

整勘定償却額」として掲記されていたものは、当連結会

計年度から、「のれん償却額」又は「負ののれん償却

額」と表示しております。 

  前連結会計年度において、「新株発行費償却」として

掲記されていたものは、当連結会計年度から、「株式交

付費償却」として表示しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

※１．提出会社の発行済株式総数 ※１．       ────── 
  

普通株式 101,428.78株    

※２．提出会社が保有する自己株式の数 ※２．       ────── 
  

普通株式 21.78株    

※３．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行３行（みずほ銀行・三菱東京ＵＦＪ銀行・あお

ぞら銀行）と貸出コミットメント契約を締結すると

ともに、３行（三菱東京ＵＦＪ銀行・りそな銀行・

東京都民銀行）と当座貸越契約を締結しています。 

   当連結会計年度末における貸出コミットメント契

約及び当座貸越契約に係る借入金残高は次のとおり

であります。 

※３．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行７行（みずほ銀行・三菱東京ＵＦＪ銀行・三井

住友銀行・りそな銀行・中央三井信託銀行・百五銀

行・群馬銀行）と貸出コミットメント契約を締結す

るとともに、６行（みずほ銀行・三菱東京ＵＦＪ銀

行・あおぞら銀行・りそな銀行・東京都民銀行・八

千代銀行）と当座貸越契約を締結しています。 

   当連結会計年度末における貸出コミットメント契

約及び当座貸越契約に係る借入金残高は次のとおり

であります。 

   なお、これらのコミットメント契約につきまして

は、財務制限条項が付されております。 
  

当座貸越極度額 

及び貸出コミット

メントの総額 

3,700,000千円

貸出実行残高 3,200,000千円

差引額 500,000千円

当座貸越極度額 

及び貸出コミット

メントの総額 

7,450,000千円

貸出実行残高 5,612,788千円

差引額 1,837,211千円

※４．       ────── ※４．財務制限条項 

借入金のうち3,266百万円には、以下の財務制限

条項が付されており、抵触した場合には、当該債権

者に対し借入金を一括返済することになっておりま

す（カッコ内は、対象金額。）。 

なお、複数の返済期限条項が付されている借入金

であるため、下記①から③までの合計は、3,266百

万円を超えております。 

① 純資産維持条項（3,266百万円） 

連結貸借対照表又は中間連結貸借対照表における純

資産額が 7,199百万円未満となった場合。 

貸借対照表又は中間貸借対照表における純資産額が

6,392百万円未満となった場合。 

② 利益維持条項（3,266百万円） 

連結損益計算書の営業損益及び経常損益の累積が赤

字になった場合。 

③ ネットＤ／Ｅレシオ維持条項（1,666百万円） 

連結貸借対照表又は中間連結貸借対照表における純

負債資本比率が1.2倍超になった場合。 



  

（連結損益計算書関係） 

  
 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

※５．       ────── ※５．連結会計年度末日満期手形 

   連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、当連結会計年度の末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理してお

ります。当連結会計年度末日満期手形の金額は、次

のとおりであります。 

   受取手形 2,947千円

  
 ６．受取手形割引高 6,316千円  ６．受取手形割引高 12,512千円

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額 

※１．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額 

11,913千円 133,483千円 

※２．固定資産売却益の内訳 ※２．       ────── 
  

器具備品 72千円

合計 72千円

   

   

※３．前期損益修正損の内訳 ※３．       ────── 
  

前期売上修正 16,000千円

合計 16,000千円

   

   

※４．固定資産除却損の内訳 ※４．固定資産除却損の内訳 
  

建物 2,208千円

ソフトウェア 1,658千円

その他有形固定資産 256千円

合計 4,122千円

工具器具備品 137千円

ソフトウェア 137,886千円

ソフトウェア仮勘定 147,060千円

合計 285,084千円



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式の株式数の増加3,402株は、新株引受権の行使（3,220株）及び新株予約権の行使（182株）によるも

のであります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注）１．平成13年新株引受権の減少は、新株引受権の行使によるものであります。 

     ２．平成14年新株予約権の減少は、新株予約権の行使（182株）及び消却（54株）によるものであります。 

     ３．上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

  

３．配当に関する事項 

       該当事項はありません。 

 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式 

普通株式 101,428.78 3,402.00 － 104,830.78 

合計 101,428.78 3,402.00 － 104,830.78 

自己株式 

普通株式 21.78 － － 21.78 

合計 21.78 － － 21.78 

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（千円） 

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 
（親会社） 

平成13年新株引受権 
（注）１ 

普通株式 9,312 － 3,220 6,092 －

平成14年新株予約権 
（注）２ 

普通株式 570 － 236 334 －

平成16年新株予約権 普通株式 50 － － 50 －

平成16年新株予約権 普通株式 200 － － 200 －

連結子会社 － － － － － － －

合計 － 10,132 － 3,456 6,676 －



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 
  
現金及び預金 3,259,053千円

有価証券 －千円

現金及び現金同等物 3,259,053千円

現金及び預金 4,805,599千円

有価証券 －千円

現金及び現金同等物 4,805,599千円

※２．営業の譲受けにより増加した資産及び負債の主な

内容 

※２．       ────── 

  
売上債権 3,013千円

たな卸資産 27,914千円

前渡金 5,853千円

その他流動資産 6,394千円

有形固定資産 425,338千円

無形固定資産 21,276千円

資産合計 489,790千円

仕入債務 13,139千円

その他流動負債 695千円

負債合計 13,835千円

営業の譲受による支出 475,955千円

３. 転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約

権の行使の内訳は次のとおりであります。 

３.        ────── 

    
新株予約権の行使による資

本金増加額 
336,675千円 

  
新株予約権の行使による資

本準備金増加額 
336,675千円 

  
新株予約権の行使による新株

予約権付社債及び社債発行差

金の減少額等 

673,350千円 

  

  

  

  



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 

（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

その他（器
具備品） 

16,133 5,727 10,405

ソフトウェア 11,000 6,959 4,040

合 計 27,133 12,687 14,445

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 

（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

その他（器
具備品） 

16,133 11,105 5,027 

ソフトウェア 11,000 9,159 1,840 

合 計 27,133 20,265 6,867 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 7,694千円 

１年超 7,391千円 

合計 15,085千円 

１年以内 7,391千円 

１年超 －千円 

合計 7,391千円 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び支払利息相当額 
  

支払リース料 8,082千円 

減価償却費相当額 7,577千円 

支払利息相当額 640千円 

支払リース料 8,082千円 

減価償却費相当額 7,577千円 

支払利息相当額 387千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

（減損損失について） （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 同左 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当連結会計年度（平成19年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

  次へ 

  種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

株式 1,713,138 2,741,913 1,028,775 

小計 1,713,138 2,741,913 1,028,775 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

株式 － － － 

小計 － － － 

合計 1,713,138 2,741,913 1,028,775 

売却額（千円） 
売却益の合計額

（千円） 
売却損の合計額 

（千円） 

491,426 154,516 － 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 3,079,316 

  種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

株式 1,484,072 1,797,987 313,915 

小計 1,484,072 1,797,987 313,915 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

株式 651,270 607,912 △43,357 

小計 651,270 607,912 △43,357 

合計 2,135,342 2,405,900 270,558 

売却額（千円） 
売却益の合計額

（千円） 
売却損の合計額 

（千円） 

977,000 520,260 － 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 3,584,077 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 １．取引の状況に関する事項 

当社グループは、通常の営業過程における輸入取引に係わる為替変動リスクを軽減するため、為替予約取引を行って

おり、投機目的のためのデリバティブ取引は行っておりません。契約先は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるた

め、相手先の不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

 ヘッジ会計の方法 

(１）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。但し、為替予約のうち、振当処理の要件を充たしている場合には振当処理

を採用しております。 

(２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約取引 

ヘッジ対象 外貨建債務 

(３）ヘッジ方針 

為替予約取引については、外貨建取引の為替相場の変動によるリスクをヘッジするために行っております。 

       （４）ヘッジ有効性評価の方法 

外貨建予定取引（ヘッジ対象）とその外貨建予定取引の為替リスクをヘッジする為替予約（ヘッジ手段）とは重

要な条件が同一であり、ヘッジに高い有効性があるため有効性の評価を省略しております。 

  

     ２．取引の時価等に関する事項 

       平成18年３月31日現在の取引残高はありません。 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 １．取引の状況に関する事項 

当社グループは、通常の営業過程における輸入取引に係わる為替変動リスクを軽減するため、為替予約取引を行って

おり、投機目的のためのデリバティブ取引は行っておりません。契約先は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるた

め、相手先の不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

 ヘッジ会計の方法 

(１）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。但し、為替予約のうち、振当処理の要件を充たしている場合には振当処理

を採用しております。 

(２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約取引 

ヘッジ対象 外貨建債務 

(３）ヘッジ方針 

為替予約取引については、外貨建取引の為替相場の変動によるリスクをヘッジするために行っております。 

       （４）ヘッジ有効性評価の方法 

外貨建予定取引（ヘッジ対象）とその外貨建予定取引の為替リスクをヘッジする為替予約（ヘッジ手段）とは重

要な条件が同一であり、ヘッジに高い有効性があるため有効性の評価を省略しております。 

  
 



 ２．取引の時価等に関する事項 

       平成19年３月31日現在の取引残高はありません。 

 （注）ヘッジ会計が適用されているデリバディブ取引は除いております。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 国内連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。また、退職一時金制度の枠内で大阪

商工会議所特定退職金積立金制度に加入しております。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

なお、国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３．退職給付費用に関する事項 

 なお、国内連結子会社は、退職給付費用の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 国内連結子会社は、簡便法を採用しておりますので、基礎率等について記載しておりません。 

  
 

  
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

(1) 退職給付債務（千円） △5,831 △7,518 

(2) 年金資産（千円） 2,656 3,039 

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2)（千円） △3,175 △4,479 

(4) 連結貸借対照表計上額純額 （千円） △3,175 △4,479 

(5) 退職給付引当金 （千円） △3,175 △4,479 

  
前連結会計年度

（自平成17年４月１日 
 至平成18年３月31日）

当連結会計年度 
（自平成18年４月１日 
 至平成19年３月31日）

(1) 勤務費用（千円） 1,665 2,628 

(2) 会計基準変更時差異の費用処理額（千円） － － 

(3) 退職給付費用(1)＋(2)（千円） 1,665 2,628 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

（税効果会計関係） 

  

  

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  

  

（繰延税金資産）  

未払事業税 11,178千円

ソフトウェア 5,430千円

退職給付引当金 1,292千円

減価償却超過額 5,026千円

一括償却資産 128千円

連結会社間内部利益 21千円

その他 529千円

繰延税金資産小計 23,606千円

評価性引当金 －千円

繰延税金資産合計 23,606千円

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 

 

340,120千円

その他 350千円

繰延税金負債合計 340,471千円

繰延税金負債の純額 316,864千円

（繰延税金資産）  

未払事業税 27,807千円

ソフトウェア 6,746千円

退職給付引当金 1,822千円

減価償却超過額 18,084千円

一括償却資産 64千円

連結会社間内部利益 8,423千円

連結子会社繰越欠損金 99,419千円

製品保証等引当金繰入額 3,560千円

その他 725千円

繰延税金資産小計 166,654千円

評価性引当金 △99,419千円

繰延税金資産合計 67,235千円

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 

 

160,614千円

その他 175千円

繰延税金負債合計 160,790千円

繰延税金負債の純額 93,554千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 
  

法定実効税率 40.7％ 

（調 整）   

住民税均等割 1.2 

交際費の損金不算入額 0.5 

税率差異 △0.1 

海外子会社税率差異 △17.4 

連結調整勘定償却額 2.3 

評価性引当額減少 △5.2 

その他 1.3 

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

23.3％ 

法定実効税率 40.7％ 

（調 整）   

住民税均等割 0.8 

交際費の損金不算入額 0.5 

評価性引当額増加 25.4 

海外子会社税率差異 △30.0 

のれん償却額 1.7 

固定資産償却超過額 4.4 

その他 △1.1 

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

42.5％ 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。なお、当連結会計年度よりデジタル家電・モバイ

ル関連・ネットワーク関連の戦略３事業に対し、その価値創造性をさらに高めることを目的とした「戦略的投資」の実

行主体としてＺＩＰを設立し、既に投資含み益の蓄積やアドバイザリー収入の獲得といった成果を挙げてきていること

から、「戦略的投資事業」を新規セグメントとして追加いたしました。 

２．各区分に属する主要な商品 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は220,311千円であり、その主なものは管理本部に

係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、598,861千円であり、その主なものは提出会社での余裕資

金及び管理本部に係る資産であります。 

  

 

  
デジタル 
家電事業 
（千円） 

モバイル 
関連 
事業 

（千円） 

ネットワー
ク関連事業 
（千円） 

戦略的
投資事業 
（千円） 

計
（千円） 

消去又は
全社 

（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に対する
売上高 

5,111,842 714,800 1,898,831 74,742 7,800,217 － 7,800,217

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

－ 9,828 169,857 － 179,685 △179,685 －

計 5,111,842 724,628 2,068,689 74,742 7,979,903 △179,685 7,800,217

営業費用 4,408,528 696,712 2,090,740 5,075 7,201,056 43,964 7,245,021

営業利益又は 
損失（△） 

703,314 27,916 △22,051 69,667 778,846 △223,650 555,196

Ⅱ 資産、減価償却費及
び資本的支出 

     

  資産 5,934,820 735,025 2,198,922 7,193,994 16,062,762 568,748 16,631,511

  減価償却費 256,690 50,917 42,953 1,293 351,855 1,293 353,149

  資本的支出 1,418,080 25,786 387,114 3,700 1,834,682 3,700 1,838,382

事業区分 主要商品 

デジタル家電事業 デジタルＴＶソフトウェア関連、ハードウェア(デジタルＴＶ

モジュール、ＩＰ・ＳＴＢ、Zyyx-TV、ThinClient)、デジタル

ＱＡ 

モバイル関連事業 携帯(携帯エミュレータ、携帯アプリ)、カーナビ、携帯ＱＡ 

ネットワーク関連事業 ブロードバンド無線機器、セキュリティ、ネットワーク、 

ＮＡＳ/ＲＡＩＤ、ＳＤ／ＳＤＩＯ、無線ＬＡＮ 

戦略的投資事業 投資、アドバイザリー 



当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な商品 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は334,486 千円であり、その主なものは管理部門

に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、1,016,348 千円であり、その主なものは提出会社での余

裕資金及び管理部門に係る資産であります。 

  

  

  
デジタル 
家電事業 
（千円） 

モバイル 
関連 
事業 

（千円） 

ネットワー
ク関連事業 
（千円） 

戦略的
投資事業 
（千円） 

計
（千円） 

消去又は
全社 

（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に対する
売上高 

7,978,863 931,170 2,096,123 341,339 11,347,497 － 11,347,497

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

6,624 33,259 13,000 30,084 82,968 △82,968 －

計 7,985,488 964,429 2,109,123 371,423 11,430,465 △82,968 11,347,497

営業費用 7,348,326 839,498 1,981,429 17,318 10,186,574 251,518 10,438,092

営業利益 637,161 124,930 127,694 354,105 1,243,891 △334,486 909,404

Ⅱ 資産、減価償却費及
び資本的支出 

     

  資産 8,004,191 798,563 2,655,426 11,827,771 23,285,952 374,522 23,660,474

  減価償却費 585,519 62,352 53,349 － 701,221 4,546 705,768

  資本的支出 1,708,654 10,728 162,778 － 1,882,162 11,251 1,893,413

事業区分 主要商品 

デジタル家電事業 デジタルTVソフトウェア関連、ハードウェア(デジタルTVモジ

ュール、ＩＰ・ＳＴＢ、Zyyx-TV、ThinClient)、デジタルＱＡ 

モバイル関連事業 携帯(携帯エミュレータ、携帯アプリ)、カーナビ、携帯ＱＡ 

ネットワーク関連事業 ブロードバンド無線機器、セキュリティ、ネットワーク、 

ＮＡＳ/ＲＡＩＤ、ＳＤ／ＳＤＩＯ、無線ＬＡＮ 

戦略的投資事業 投資、アドバイザリー 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する国 

北米………米国 

アジア……シンガポール 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用220,311千円の主なものは、提出会社の管理部門にかか

る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産598,861千円の主なものは、提出会社での余資運用資金及び管理本部

の資産であります。 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する国 

北米………米国 

アジア……シンガポール 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用334,486 千円の主なものは、提出会社の管理部門にか

かる費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産1,016,348 千円の主なものは、提出会社での余裕資金及び管理部門

の資産であります。 

  

 

  
日本 

（千円） 
北米

（千円） 
アジア
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1) 外部顧客に対する売上高 5,792,560 72,305 1,935,350 7,800,217 － 7,800,217

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

221,800 360,937 54,921 637,659 △637,659 －

計 6,014,361 433,243 1,990,272 8,437,877 △637,659 7,800,217

営業費用 5,547,202 352,561 1,761,427 7,661,191 △416,170 7,245,021

営業利益 467,159 80,681 228,844 776,685 △221,489 555,196

Ⅱ 資産 14,407,716 1,559,075 5,743,454 21,710,247 △5,078,736 16,631,511

  
日本 

（千円） 
北米

（千円） 
アジア
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1) 外部顧客に対する売上高 8,696,912 62,029 2,588,554 11,347,497 － 11,347,497

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

30,017 606,326 110,524 746,868 △746,868 －

計 8,726,930 668,356 2,699,079 12,094,365 △746,868 11,347,497

営業費用 8,144,335 715,211 1,990,927 10,850,474 △412,381 10,438,092

営業利益又は 
営業損失（△） 

582,595 △46,855 708,152 1,243,891 △334,486 909,404

Ⅱ 資産 12,149,251 1,720,836 9,749,953 23,620,041 40,433 23,660,474



【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する国 

北米………米国 

アジア………韓国、台湾、シンガポール、マレーシア、ベトナム等 

その他の地域………アラブ首長国連邦、ナイジェリア、ドイツ、フィンランド等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する国 

北米………………米国 

アジア……………韓国、台湾、シンガポール、マレーシア、ベトナム等 

その他の地域……アラブ首長国連邦、ナイジェリア、ドイツ等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

  

  北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 512,343 2,540,522 788,253 3,841,118

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 7,800,217

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 6.5 32.6 10.1 49.2

  北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 694,473 3,583,375 1,361,915 5,639,764

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 11,347,497

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 6.1 31.6 12.0 49.7



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 88,745円41銭

１株当たり当期純利益 5,331円41銭

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益 

4,715円25銭

１株当たり純資産額 87,994円43銭 

１株当たり当期純利益 5,592円30銭 

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 

5,204円83銭 

   （追加情報） 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第４号）が平成18年１月31

日付で改正されたことに伴い、当連結会計年度から繰延

ヘッジ損益（税効果調整後）の金額を普通株式に係る当

連結会計年度末の純資産額に含めております。 

 なお、前連結会計年度末において採用していた方法に

より算定した当連結会計年度末の１株当たり純資産額は

88,004.59円であります。 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益（千円） 516,724 577,990 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 516,724 577,990 

期中平均株式数（株） 96,921 103,355 

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 12,665 7,694 

 （うちストックオプション）  （12,665） （ 7,694） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権付社債１種類 新株予約権付社債１種類 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

２．新株予約権付社債に関する記載は次のとおりであります。 

３．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

  

 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

利率
（％） 

担保 償還期限 

株式会社ゼンテッ
ク・テクノロジ
ー・ジャパン 

第１回無担保社
債 

平成17年 
３月31日 

300,000 

(－)

300,238 

(300,238)
0.67 なし 

平成20年 
３月31日 

株式会社ゼンテッ
ク・テクノロジ
ー・ジャパン 

第３回無担保転
換社債型新株予
約権付社債 

平成18年 
11月27日 

－ 

(－)

5,000,000 

(5,000,000)
－ なし 

平成19年 
11月27日 

合計 － － 300,000 
5,300,238 

(5,300,238)
－ － － 

銘柄 第３回

発行すべき株式 普通株式

新株予約権の発行価額（円） 無償

株式の発行価格 501,000

発行価額の総額（千円） 5,000,000

新株予約権の行使により発行した株
式の発行価額の総額（千円） 

－

新株予約権の付与割合（％） 100

新株予約権の行使期間
自 平成18年11月28日
至 平成19年11月22日 

１年以内 
（千円） 

１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内
（千円） 

３年超４年以内
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

5,300,238 － － － － 



【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定の総額 

  

(2）【その他】 

① 決算日後の状況 

  特記事項はありません。 

  

② 訴訟 

平成19年３月23日に株式会社エクセルから当社に対して、デジタルTV用モジュール等の販売に関する合意を解除したとの

主張に基づき原状回復を求める訴訟が提起されました。 

当社は、株式会社エクセルの主張を理由のないものとして、訴訟を遂行しております。 

株式会社エクセルと当社間において売買取引実績は今までに無く、また株式会社エクセルが提起した訴額は１億５百万円

であることから、かりに同社の当社に対する請求が認められたとしても、当社の今後の業績に及ぼす影響は限定的であると

判断しております。 

  

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 1,527,500 2,352,761 1.6％ － 

１年以内に返済予定の長期借入
金 

494,339 1,020,380 2.0％ － 

長期借入金（１年以内に返済予
定のものを除く。） 

2,400,513 2,783,467 1.7％ 平成20年～22年 

計 4,422,353 6,156,609 1.7％ － 

  
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内

（千円） 
３年超４年以内

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

長期借入金 1,566,011 932,678 284,776 － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金     733,861   1,430,467  

２．売掛金     816,051   2,722,256  

３．商品     1,200   46,493  

４．製品     12,917   19,731  

５．原材料     16,403   62,263  

６．仕掛品     26,026   5,613  

７．貯蔵品     218   196  

８．前渡金     184,593   121,338  

９．前払費用     23,581   40,328  

10．繰延税金資産     10,300   32,098  

11．未収入金     36,490   8,235  

12．短期貸付金 ※３   191,000   1,518,818  

13．その他     31,968   103,566  

流動資産合計     2,084,614 16.8   6,111,408 30.7 

Ⅱ 固定資産          

１．有形固定資産          

(1) 建物及び構築物   49,592 81,902    

減価償却累計額   17,202 32,389 27,965 53,937  

(2) 機械及び装置   13,388 23,173    

減価償却累計額   4,044 9,343 7,907 15,266  

(3) 車両運搬具   － 7,025    

減価償却累計額   － － 1,728 5,297  

(4）器具備品   67,606 92,326    

減価償却累計額   33,318 34,288 49,804 42,521  

有形固定資産合計     76,022 0.6   117,022 0.6 



 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

２．無形固定資産          

(1) 営業権     327,723   －  

(2) のれん     －   245,792  

(3) ソフトウェア     489,105   1,215,963  

(4) ソフトウェア仮勘定     686,691   811,517  

(5) その他     92   92  

無形固定資産合計     1,503,612 12.1   2,273,366 11.4 

３．投資その他の資産          

(1) 投資有価証券     2,709,208   2,286,207  

(2) 関係会社株式     5,256,023   8,250,651  

(3) 関係会社長期貸付金     688,198   709,900  

(4) 長期前払費用     9,024   10,260  

(5) 敷金及び保証金     83,392   120,286  

投資その他の資産合計     8,745,847 70.4   11,377,307 57.3 

固定資産合計     10,325,482 83.1   13,767,695 69.3 

Ⅲ 繰延資産          

１．新株発行費     5,065   －  

２．株式交付費     －   2,547  

３．社債発行費     2,025   －  

繰延資産合計     7,091 0.1   2,547 0.0 

資産合計     12,417,188 100.0   19,881,652 100.0 

           

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．買掛金     63,594   454,722  

２．短期借入金 
※４
※５ 

  1,000,000   1,696,121  

３．１年以内返済予定の 
  長期借入金 

※４
※５ 

  333,333   933,333  

４．１年以内償還予定の 
  社債 

    －   300,238  

５．１年以内償還予定の 
  新株予約権付社債 

    －   5,000,000  

６．未払金     129,267   120,140  

７．未払費用     7,334   34,024  



  
 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

８．未払法人税等     77,194   326,899  

９．預り金     10,351   5,241  

10．製品保証引当金     －   8,750  

11．その他     88   1,795  

流動負債合計     1,621,164 13.1   8,881,267 44.7 

Ⅱ 固定負債          

１．社債     300,000   －  

２．長期借入金 
※４
※５ 

  2,166,666   2,633,333  

３．繰延税金負債     338,111   155,959  

４．その他     809   173  

固定負債合計     2,805,587 22.6   2,789,466 14.0 

負債合計     4,426,752 35.7   11,670,733 58.7 

           

（資本の部）          

Ⅰ 資本金 ※１   4,226,797 34.0   － － 

Ⅱ 資本剰余金          

資本準備金   3,140,015 －    

資本剰余金合計     3,140,015 25.3   － － 

Ⅲ 利益剰余金          

当期未処分利益   137,890 －    

利益剰余金合計     137,890 1.1   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    495,048 4.0   － － 

Ⅴ 自己株式 ※２   △9,316 △0.1   － － 

資本合計     7,990,435 64.3   － － 

負債・資本合計     12,417,188 100.0   － － 

       



  

  

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本          

１．資本金     － －   4,279,298 21.5 

２．資本剰余金          

(1）資本準備金   － 3,152,264    

資本剰余金合計     － －   3,152,264 15.9 

３．利益剰余金          

(1）その他利益剰余金          

繰越利益剰余金   － 556,269    

利益剰余金合計     － －   556,269 2.8 

４．自己株式     － －   △9,316 △0.1 

株主資本合計     － －   7,978,514 40.1 

Ⅱ 評価・換算差額等          

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   233,468 1.2 

２．繰延ヘッジ損益     － －   △1,064 △0.0 

評価・換算差額等合計     － －   232,403 1.2 

純資産合計     － －   8,210,918 41.3 

負債純資産合計     － －   19,881,652 100.0 

       



②【損益計算書】 

 

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     2,705,447 100.0   6,364,697 100.0 

Ⅱ 売上原価          

１．期首商品たな卸高   34,927 1,200    

２．期首製品たな卸高   － 12,917    

３．当期商品仕入高   944,132 3,443,020    

４．当期製品製造原価   942,636 1,562,196    

合計   1,921,696 5,019,334    

５．期末商品たな卸高   1,200 46,493    

６．期末製品たな卸高   12,917 19,731    

７．他勘定振替高 ※２ 10,518 1,897,060 70.1 44,848 4,908,260 77.1 

売上総利益     808,387 29.9   1,456,437 22.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費          

１．広告宣伝費   15,520 17,495    

２．旅費交通費   35,376 44,915    

３．採用費   16,190 44,443    

４．役員報酬   17,142 25,840    

５．給与手当   140,598 245,852    

６．福利厚生費   20,128 17,174    

７．消耗品費   7,747 14,785    

８．賃借料   26,614 51,032    

９．減価償却費   9,824 13,404    

10．営業権償却額   81,930 －    

11．のれん償却額   － 81,930    

12．業務委託費   5,995 11,868    

13．支払手数料   92,127 105,314    

14．販売手数料   4,191 11,016    

15．研究開発費 ※３ 6,882 119,698    

16．租税公課   24,599 30,781    

17．製品保証引当金繰入額   － 8,750    

18．その他   42,899 547,768 20.3 67,454 911,759 14.3 

営業利益     260,618 9.6   544,677 8.6 



  
 

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益          

１．受取利息及び配当金 ※１ 29,693 44,716    

２．投資有価証券売却益   30,948 －    

３．収入事務費 ※１ － 32,007    

４．為替差益   72,399 11,270    

５．その他   6,401 139,443 5.2 1,795 89,789 1.4 

Ⅴ 営業外費用          

１．支払利息   20,736 97,884    

２．新株発行費償却   2,558 －    

３．株式交付費償却   － 2,877    

４．社債発行費償却   7,024 2,025    

５．支払手数料   － 11,001    

６．その他   864 31,184 1.2 590 114,379 1.8 

経常利益     368,877 13.6   520,086 8.2 

Ⅵ 特別利益          

 １．投資有価証券売却益   － － － 382,943 382,943 6.0 

Ⅶ 特別損失          

 １．固定資産除却損 ※４ － 120,738    

 ２．社債転換損   1,131 －    

 ３．レイアウト変更 
工事費用 

  10,096 11,227 0.4 8,120 128,859 2.0 

税引前当期純利益     357,649 13.2   774,170 12.2 

法人税、住民税及び事業
税 

  132,036 379,553    

法人税等調整額   △11,820 120,216 4.4 △23,761 355,792 5.6 

当期純利益     237,432 8.8   418,378 6.6 

前期繰越損失     99,542   －  

当期未処分利益     137,890   －  

       



製造原価明細書 

  

  

  

    
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費   20,472 1.2 4,683 0.1 

Ⅱ 労務費   298,921 17.4 371,187 13.1 

Ⅲ 経費 ※１ 1,396,942 81.4 2,467,105 86.8 

当期総製造費用   1,716,335 100.0 2,842,976 100.0 

期首仕掛品たな卸高   42,836 26,026  

合計   1,759,171 2,869,003  

期末仕掛品たな卸高   26,026 5,613  

他勘定振替高 ※２ 790,508 1,301,193  

当期製品製造原価   942,636 1,562,196  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

原価計算の方法 原価計算の方法 

 原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 同左 

※１．主な内容は次のとおりであります。 ※１．主な内容は次のとおりであります。 
  

外注費 1,154,972千円

ソフトウェア償却額 78,011千円

地代家賃 47,891千円

外注費 1,976,290千円

ソフトウェア償却額 239,428千円

地代家賃 74,906千円

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 
  

ソフトウェア仮勘定 790,508千円 ソフトウェア仮勘定 1,225,350千円

研究開発費 51,195千円

販促・サポート費 13,222千円

その他振替 11,424千円

 計 1,301,193千円



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

  

株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

  
  

  次へ 

    
前事業年度 

株主総会承認日 
（平成18年６月27日） 

区分 
注 記
番 号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益     137,890

Ⅱ 次期繰越利益     137,890

     

項目 

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本

合計 
資本準備金

資本剰余

金合計 

その他利

益剰余金 利益剰余

金合計 繰越利益

剰余金 

平成18年３月31日 残高（千円） 4,226,797 3,140,015 3,140,015 137,890 137,890 △9,316 7,495,387

事業年度中の変動額              

 新株の発行（新株引受権及び新株

予約権の行使） 
52,500 12,248 12,248   －   64,749

 当期純利益     － 418,378 418,378   418,378

 株主資本以外の項目の事業年度中

の変動額（純額） 
    －   －   －

事業年度中の変動額計（千円） 52,500 12,248 12,248 418,378 418,378 － 483,127

平成19年３月31日 残高（千円） 4,279,298 3,152,264 3,152,264 556,269 556,269 △9,316 7,978,514

      

項目 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証

券評価差額金 
繰延ヘッジ

損益 
評価・換算

差額等合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 495,048 － 495,048 7,990,435

事業年度中の変動額        

 新株の発行（新株引受権及び新株

予約権の行使） 
    － 64,749

 当期純利益     － 418,378

 株主資本以外の項目の事業年度中

の変動額（純額） 
△261,579 △1,064 △262,644 △262,644

事業年度中の変動額計（千円） △261,579 △1,064 △262,644 220,482

平成19年３月31日 残高（千円） 233,468 △1,064 232,403 8,210,918

    



重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式 子会社株式 

 移動平均法による原価法 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 

   時価のあるもの  時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

  決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

  時価のないもの 時価のないもの 

    移動平均法による原価法 同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 商品 

 移動平均法による原価法 同左 

  製品 製品 

  移動平均法による原価法 同左 

  原材料 原材料 

  移動平均法による原価法 同左 

  仕掛品 仕掛品 

   個別法による原価法 同左 

  貯蔵品 貯蔵品 

   終仕入原価法 同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

  定率法   定率法 

   なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  建物    ３～18年 

機械及び装置８～10年 

器具備品  ３～15年 

建物    ３～18年 

機械及び装置８～10年 

車両運搬具   ５年 

器具備品  ３～20年 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  ソフトウェア ソフトウェア 

  ① 自社利用目的 ① 自社利用目的 

   社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

同左 

  ② 市場販売目的 ② 市場販売目的 

   市場における見込販売数量又は見

込販売収益に基づく償却額と、残存

見積販売有効期間に基づく償却額と

のいずれか大きい金額を計上してお

ります。 

 見込販売有効期間はおおむね２～

３年であります。 

同左 



  

 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．繰延資産の処理方法 新株発行費 株式交付費 

   商法施行規則に基づき３年で均等償却

しております。 

 ３年で均等償却しております。 

  社債発行費 社債発行費 

  商法施行規則に基づき３年で均等償却

しております。 

 ３年で均等償却しております。 

５．引当金の計上基準 貸倒引当金 貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上することとしておりま

す。 

同左 

  製品保証引当金 製品保証引当金 

  ──────  ソフトウェア製品の販売後における技

術サービス費用の支出に備えるため、発

生見込額を個別に見積り計上しておりま

す。 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７. 重要なヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。但し、為替予約のうち、振当処理

の要件を充たしている場合には、振当

処理を採用しております。 

同左 

  （2）ヘッジ手段とヘッジ対象 （2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段  為替予約取引 ヘッジ手段  同左 

  ヘッジ対象  外貨建債務 ヘッジ対象  同左 

  （3）ヘッジ方針 （3）ヘッジ方針 

  為替予約取引については外貨建取引

の為替相場の変動によるリスクをヘッ

ジするために行っております。 

同左 

  （4）ヘッジ有効性評価の方法 （4）ヘッジ有効性評価の方法 

    外貨建予定取引（ヘッジ対象）とそ

の外貨建予定取引の為替リスクをヘッ

ジする為替予約（ヘッジ手段）とは重

要な条件が同一であり、ヘッジに高い

有効性があるため有効性の評価を省略

しております。 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

同左 



会計処理方法の変更 

  

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損係る会計基準） ────── 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。これによる損益に与える影

響はありません。 

  

    

  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

   当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は

8,211,982千円であります。 

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

    

  （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

   当事業年度より、「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月11日 

実務対応報告第19号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

前事業年度において固定負債「その他」に含めており

ました社債発行差金は、当事業年度より１年以内償還予

定の社債に加算して表示しております。 

なお、当事業年度において、１年以内償還予定の社債

に加算した金額は238千円であります。 

前事業年度において営業外収益「その他」に含めてお

りました社債発行差金償却額は、当事業年度より受取利

息（うち社債利息）に含めて表示しております。 

なお、当事業年度において、受取利息に含めた金額は

238千円であります。 



表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── （貸借対照表） 

  前期において、「営業権」として掲記されていたもの

は、当期から「のれん」と表示しております。 

  前期において、「新株発行費」として掲記されていた

ものは、当期から「株式交付費」と表示しております。 

    

────── （損益計算書） 

  前期において、「営業権償却額」として掲記されてい

たものは、当期から、「のれん償却額」と表示しており

ます。 

  前期において、「新株発行費償却」として掲記されて

いたものは、当期から、「株式交付費償却」と表示して

おります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度
（平成19年３月31日） 

※１．授権株式数及び発行済株式総数 ※１．       ────── 
  

会社が発行する株式 普通株式 300,000株

発行済株式総数 普通株式 101,428.78株

     

     

※２．自己株式 ※２．       ────── 

    当社が保有する自己株式の数は、普通株式

21.78株であります。 

     

※３．関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

※３．関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 
  

短期貸付金 191,000千円 短期貸付金 245,200千円 



  

 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度
（平成19年３月31日） 

※４．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行３行（みずほ銀行・三菱東京ＵＦＪ銀行・あお

ぞら銀行）と貸出コミットメント契約を締結すると

ともに、３行（三菱東京ＵＦＪ銀行・りそな銀行・

東京都民銀行）と当座貸越契約を締結しています。 

   当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミ

ットメント契約に係る借入金残高は次のとおりであ

ります。 

※４．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行７行（みずほ銀行・三菱東京ＵＦＪ銀行・三井

住友銀行・りそな銀行・中央三井信託銀行・百五銀

行・群馬銀行）と貸出コミットメント契約を締結す

るとともに、４行（三菱東京ＵＦＪ銀行・あおぞら

銀行・りそな銀行・東京都民銀行）と当座貸越契約

を締結しています。 

   当事業年度末における貸出コミットメント契約及

び当座貸越契約に係る借入金残高は次のとおりであ

ります。 

   なお、これらのコミットメント契約につきまして

は、財務制限条項が付されております。 
  

当座貸越極度額 

及び貸出コミット

メントの総額 

3,700,000千円

貸出実行残高 3,200,000千円

差引額 500,000千円

当座貸越極度額 

及び貸出コミット

メントの総額 

6,800,000千円

貸出実行残高 4,962,788千円

差引額 1,837,211千円

※５．       ────── ※５．財務制限条項 

借入金のうち3,266百万円には、以下の財務制限

条項が付されており、抵触した場合には、当該債権

者に対し借入金を一括返済することになっておりま

す（カッコ内は、対象金額。）。 

なお、複数の返済期限条項が付されている借入金

であるため、下記①から③までの合計は、3,266百

万円を超えております。 

① 純資産維持条項（3,266百万円） 

連結貸借対照表又は中間連結貸借対照表における純

資産額が 7,199百万円未満となった場合。 

貸借対照表又は中間貸借対照表における純資産額が

6,392百万円未満となった場合。 

② 利益維持条項（3,266百万円） 

連結損益計算書の営業損益及び経常損益の累積が赤

字になった場合。 

③ ネットＤ／Ｅレシオ維持条項（1,666百万円） 

連結貸借対照表又は中間連結貸借対照表における純

負債資本比率が1.2倍超になった場合。 
  
 ６．受取手形割引高 6,316千円  ６．受取手形割引高 12,512千円 

 ７．配当制限  ７．配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は495,048

千円であります。 

────── 



（損益計算書関係） 

  

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．関係会社との取引 ※１．関係会社との取引 
  

  

関係会社よりの受取利息 24,935千円 関係会社よりの受取利息 15,315千円

関係会社よりの収入事務費 32,007千円

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 
  

  

資産への振替高 10,484千円

原価経費への振替高 34千円

計 10,518千円

資産への振替高 36,811千円

原価経費への振替高 7,615千円

その他 科目振替高 421千円

計 44,848千円

※３．一般管理費に含まれる研究開発費の総額 ※３．一般管理費に含まれる研究開発費の総額 
  

  6,882千円   119,698千円

※４．       ────── ※４．固定資産除却損の内容 
    

ソフトウェア 38,390千円

ソフトウェア仮勘定 82,347千円

 合計 120,738千円

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 21.78 － － 21.78 

合計 21.78 － － 21.78 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度
（平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 

（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

器具備品 16,133 5,727 10,405

ソフトウェア 11,000 6,959 4,040

合 計 27,133 12,687 14,445

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 

（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

器具備品 16,133 11,105 5,027 

ソフトウェア 11,000 9,159 1,840 

合 計 27,133 20,265 6,867 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 7,694千円 

１年超 7,391千円 

合計 15,085千円 

１年以内 7,391千円 

１年超 －千円 

合計 7,391千円 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び支払利息相当額 
  

支払リース料 8,082千円 

減価償却費相当額 7,577千円 

支払利息相当額 640千円 

支払リース料 8,082千円 

減価償却費相当額 7,577千円 

支払利息相当額 387千円 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

（減損損失について） （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 同左 



（有価証券関係） 

前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

 



（税効果会計関係） 

  

 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 
  

（繰延税金資産）  

 未払事業税 10,277千円

 減価償却限度超過額 1,226千円

ソフトウェア 147千円

その他 129千円

繰延税金資産小計 11,780千円

評価性引当金 －千円

繰延税金資産合計 11,780千円

（繰延税金負債）  

 その他有価証券評価差額金 △339,591千円

繰延税金負債合計 △339,591千円

繰延税金負債の純額 △327,811千円

（繰延税金資産）  

 未払事業税 27,807千円

 減価償却限度超過額 4,148千円

 製品保証等引当金繰入額 3,560千円

その他 794千円

繰延税金資産小計 36,311千円

評価性引当金 －千円

繰延税金資産合計 36,311千円

（繰延税金負債）  

 その他有価証券評価差額金 △160,172千円

繰延税金負債合計 △160,172千円

繰延税金負債の純額 △123,861千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％ 

（調 整）   

住民税均等割 2.0 

交際費の損金不算入額 0.9 

受取配当金 △0.1 

前期評価性引当額戻し △9.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.6％ 

法定実効税率 40.7％ 

（調 整）   

住民税均等割 0.9 

交際費の損金不算入額 0.5 

無形固定資産償却超過額 4.2 

その他 △0.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.0％ 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 78,795円70銭

１株当たり当期純利益 2,449円76銭

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益 

2,166円64銭

１株当たり純資産額 78,341円73銭 

１株当たり当期純利益 4,047円99銭 

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 

3,767円52銭 

   （追加情報） 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第４号）が平成18年１月31

日付で改正されたことに伴い、当事業年度から繰延ヘッ

ジ損益（税効果調整後）の金額を普通株式に係る当事業

年度末の純資産額に含めております。 

 なお、前事業年度末において採用していた方法により

算定した当事業年度末の１株当たり純資産額は、

78,351.89円であります。 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益（千円） 237,432 418,378 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 237,432 418,378 

期中平均株式数（株） 96,921 103,355 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 12,665 7,694 

 （うちストックオプション）  （12,665） （ 7,694） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権付社債１種類 新株予約権付社債１種類 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

投資有価証

券 

その他有

価証券 

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円） 

 Celrun Co.,Ltd. 600,000 516,970 

Freesat,Inc. 1,100,000 471,125 

3S Digital Co.,Ltd. 637,446 280,221 

SOMA Networks,Inc. 29,506,660 305,065 

IDC Tech Co.,Ltd 1,100,000 241,824 

プログレッシブ・システムズ

株式会社 
1,500 165,000 

ムーンライトキャピタル株式

会社 
120 6,000 

バイ・デザイン株式会社 200 300,000 

計 － 2,286,207 



【有形固定資産等明細表】 

 （注） 当期増減額のうち主なものは次のとおりです。 

  

【引当金明細表】 

  

  

資産の種類 
前期末残高
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高(千円) 

有形固定資産    

建物及び構築物 49,592 32,310 － 81,902 27,965 10,763 53,937

機械及び装置 13,388 9,785 － 23,173 7,907 3,862 15,266

車両運搬具 － 7,025 － 7,025 1,728 1,728 5,297

器具備品 67,606 24,719 － 92,326 49,804 16,486 42,521

有形固定資産計 130,587 73,840 － 204,427 87,405 32,840 117,022

無形固定資産    

のれん 409,654 － － 409,654 163,861 81,930 245,792

ソフトウェア 729,120 1,014,241 179,882 1,563,480 347,516 248,992 1,215,963

ソフトウェア仮勘定 686,691 1,354,217 1,229,391 811,517 － － 811,517

その他 92 － － 92 － － 92

無形固定資産計 1,825,559 2,368,459 1,409,273 2,784,745 511,378 330,923 2,273,366

長期前払費用 9,024 20,453 18,988 10,489 228 228 10,260

繰延資産    

株式交付費 9,024 360 － 9,384 6,836 2,877 2,547

社債発行費 21,073 － － 21,073 21,073 2,025 －

繰延資産計 30,097 360 － 30,458 27,910 4,903 2,547

  ソフトウェア 増加額 ＡＲＩＢ・ＡＲＩＢ－Ｊ商品化関連 741,680千円

  ソフトウェア仮勘定 増加額 ＡＲＩＢ商品化関連 700,717千円

      ＤＭＢ ＳＷ Ｉｎｔｅｇｒａｔｉｏｎ関連 346,270千円

    減少額 ＡＲＩＢ・ＡＲＩＢ－Ｊ商品化関連 741,680千円

区分 
前期末残高 

（千円） 

当期増加額 

（千円） 

当期減少額 

（目的使用） 

（千円） 

当期減少額 

（その他） 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

製品保証引当金 － 8,750 － － 8,750 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

   ① 流動資産 

イ 現金及び預金 

  

ロ 売掛金 

相手先別内訳 

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

ハ 商品 

  

ニ 製品 

  

 

区分 金額 (千円)

現金 519 

預金 

普通預金 1,429,948 

小計 1,429,948 

合計 1,430,467 

相手先 金額 (千円)

バイ・デザイン株式会社 740,245 

DMUSE,Inc 413,315 

DIGITALL WORLD Co., LTD 374,327 

株式会社ダイナコネクティブ 348,365 

Almashka Corner Trading Co.,LLC 239,722 

その他 606,280 

合計 2,722,256 

前期繰越高 
(千円) 

当期発生高 
(千円) 

当期回収高 
(千円) 

次期繰越高
(千円) 

回収率 (％) 滞留期間 (日) 

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ）

  

(Ｃ) 
×100

(Ａ)＋(Ｂ) 

  
(Ａ)＋(Ｄ) 

2 

(Ｂ) 

365 

816,051 6,453,104 4,546,899 2,722,256 62.55% 100.07

品目 金額 (千円)

デジタル家電関連商品 46,493 

品目 金額 (千円)

SD/SDIO ネットワーク製品 19,731 



ホ 原材料 

  

へ 仕掛品 

  

ト 貯蔵品 

  

チ 短期貸付金 

  

② 固定資産 

イ 関係会社株式 

  

 

品目 金額 (千円)

ネットワーク事業関連部材 62,263 

品目 金額 (千円)

デジタル家電関連ソフトウェア 5,004 

モバイル関連ソフトウェア 608 

合計 5,613 

品目 金額 (千円)

その他 196 

合計 196 

相手先 金額 (千円)

NTN Inc. 1,250,000 

株式会社ジークス 141,000 

メガソリューション株式会社 104,200 

Classet Co.,Ltd. 23,618 

合計 1,518,818 

銘柄 金額（千円）

ゼンテック・テクノロジー・インク 1,495,078 

ゼンテック・テクノロジー・シンガポール・ 
プライベート・リミテッド 

928,069 

株式会社ジークス 59,318 

メガソリューション株式会社 30,002 

株式会社ゼン・ティーコム 180,000 

ソーマ・アジア・プライベート・リミテッド 39,054 

ゼンテック・インベストメント・プライベート・ 
リミテッド 

5,519,127 

合計 8,250,651 



③ 流動負債 

イ 買掛金 

  

ロ 短期借入金 

  

ハ １年以内償還予定の新株予約権付社債 

  

④ 固定負債 

長期借入金 

  

 

相手先 金額（千円）

Inventec Multimedia & Telecom Corporation 297,291 

Xiamen Overseas Chinese Electronic Co., Ltd. 98,079 

Inventec Electronics (M) Sdn Bhd 38,987 

パナソニックインダストリーセールス株式会社 8,205 

ウィーソンエレクトロニクス有限会社 4,137 

その他 8,021 

合計 454,722 

相手先 金額（千円）

三菱東京ＵＦＪ銀行 神田支店 696,121 

あおぞら銀行 本店 500,000 

りそな銀行 東京営業部 500,000 

合計 1,696,121 

相手先 金額（千円）

ＵＢＳ証券会社 5,000,000 

合計 5,000,000 

相手先 金額（千円）

みずほ銀行 丸の内中央支店 1,000,000 

三井住友銀行 築地支店 1,333,333 

東京都民銀行 神田支店 300,000 

合計 2,633,333 



(3）【その他】 

① 決算日後の状況 

 特記事項はありません。 

  

② 訴訟 

 平成19年３月23日に株式会社エクセルから当社に対して、デジタルTV用モジュール等の販売に関する合意を解除したとの

主張に基づき原状回復を求める訴訟が提起されました。 

 当社は、株式会社エクセルの主張を理由のないものとして、訴訟を遂行しております。 

 株式会社エクセルと当社間において売買取引実績は今までに無く、また株式会社エクセルが提起した訴額は１億５百万円

であることから、かりに同社の当社に対する請求が認められたとしても、当社の今後の業績に及ぼす影響は限定的であると

判断しております。 

  



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

  

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株券、100株券、10株券及び１株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え  

取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号  中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号  中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社  全国各支店
日本証券代行株式会社  本支店、出張所 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り  

取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号  中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号  中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社  全国各支店
日本証券代行株式会社  本支店、出張所 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 

当社の公告は電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事

故その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとお

りです。 http://www.zentek.co.jp/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７【提出会社の参考情報】 

  
１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第７期）（自 平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 平成18年６月27日関東財務局長に提出。 

(2) 有価証券届出書 

平成18年11月10日関東財務局長に提出 

平成18年11月27日第３回無担保転換社債型新株予約権付社債発行に伴う、有価証券届出書であります。 

(3）有価証券届出書の訂正届出書 

平成18年11月13日関東財務局長に提出 

平成18年11月10日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(4）半期報告書 

 第８期中間報告書（自 平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 平成18年12月27日関東財務局長に提出。 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月27日

株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパン   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 小田 哲生  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 岩本 宏稔  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパンの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパン及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月26日

株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパン   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 神谷 英一  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 岩本 宏稔  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパンの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパン及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月27日

株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパン   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 小田 哲生  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 岩本 宏稔  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパンの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第７期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパンの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月26日

株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパン   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 神谷 英一  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 岩本 宏稔  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパンの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第８期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパンの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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